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本報告書の目的は、アニメーション（以下アニメ）とビデオゲーム（以下ゲーム）が国

内や海外の様々な地域でそれを制作する産業と新しい観光形態を生み出していることを記

述・説明することである。また、これらの分析を通して、東京以外の地域でアニメ・ゲー

ム産業や観光を成立させ、地域を活性化させるための条件に関する知見を提出することで

ある。 

従来、日本のアニメ・ゲームの制作を生業とする産業は、東京とその周辺で発展してき

た。これまで行われてきた調査によれば、アニメ制作会社の本社の 80％以上、ゲーム会社

の本社の 60％以上が東京に立地している。しかし近年では、東京以外の地域に本社を持つ

アニメ制作会社やゲーム会社の活躍も目立っている。現在では、東京のように人口が多い

大都市に居住せずとも、アニメやゲームを制作できるようになっている。 

このことは海外でも当てはまる。かつてゲームは、日本や米国、フランスのような一部

の国のみで制作・販売されてきた。しかし今日では、フィンランドやポーランドのような

国々からも、世界的注目を集め巨大な利益を生むゲームが制作されるようになっている。 

また、メディア産業の外側でも、特定の場所を超越する動きが生まれている。そうした

現象の一つとして「観光」が挙げられる。アニメやゲームは、ありふれた地域・場所を観

光資源に変える。これらは自然の名所や歴史的史跡を持つ偶然に恵まれなかった地域や場

所を、観光のために訪れるべき場所に変えることができる。 

 上記のような現状に鑑み、本報告書ではアニメ・ゲーム産業やそれが生み出す観光形態

について、国内と海外の地域で実際に生じていることに基づいて実証的に考察する。 

第 1 章では、東京以外の地域でアニメ・ゲーム制作を行う会社が活躍するようになった

要因を主に分析した。アニメ産業については、ICT の普及や人材育成・確保の必要により、

東京以外の地域でアニメを制作する会社が増加している。こうした企業のうち、本論文で

は、人材の長期育成によりノウハウや人間関係を自社に蓄積すると共に、高品質の映像や

クリエイターを大切にする社員制度によってブランドイメージを高め業績も伸ばしている

京都や富山のアニメ制作会社の強みや戦略を分析した。また、産学官連携によるアニメ制

作と地域活性化を目指す岡山の会社を紹介した。 

ゲーム産業については、福岡での取組みを説明した。福岡ではゲーム会社の認知度が低

く、人材が九州・福岡から東京に流出していたが、2000 年代前半からゲーム制作会社が業

界団体「GFF」を設立し九州・福岡をアピールするようになった。さらに、GFF、九州大

学、福岡市が、産学官連携組織「福岡ゲーム産業振興機構」を設立し、人材育成・確保や

ゲーム制作会社のイメージ向上などに共同で取り組んできた。この結果、優れた人材・企

業が同地に集まり、国内外で注目を集める作品が登場していている。本報告書では、企業

単独の取組みではない産業・大学・行政の有機的なつながりが、福岡のゲーム産業と地域

の活性化の要因であることを明らかにした。 

 次に第 2 章では、日本においてアニメ・ゲームによって生まれた新しい観光形態を説明
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した。日本の地方経済が疲弊する中、数少ない地域振興の手段の一つとして注目されてい

るのが「観光」である。本章では、地域を舞台にしたアニメや「ポケモン GO」のような位

置情報ゲームが、ありふれた風景を観光資源に変える現象と、これが実際にもたらす様々

な経済的・社会的効果を分析した。 

 「アニメの作品中に登場する場所を訪ねる」という形態の観光（ツーリズム）は、「アニ

メ聖地巡礼」と呼ばれている。アニメ聖地巡礼が社会的に認知されるきっかけとなったの

は、2007 年の『らき☆すた』である。このアニメ作品の舞台である埼玉県鷲宮町の商工会

議所のメンバーは、現地に訪れた聖地巡礼者とのコミュニケーションを通して、これらの

人びとのニーズの把握に努め、後に他の地域でも標準的に採用されるようになるビジネス

モデルを構築した。それは、「ごく一部の商業関係者だけでなく、自治体も巻き込んだ地域

ぐるみの活動にする」「版権元と協力して、新規の商材を用意する」「来訪者向けサービス

を充実させる」「定期的にイベントを実施してリピーターを生み出す」「街歩きイベントで、

街全体に愛着を持ってもらう」という 5 要素から構成されている。 

アニメ聖地巡礼には、リピーターが多く潜在的顧客の少なさを補うという特徴があるが、

経済的視点から見ると、この観光形態には「若者中心で可処分所得が低く、来訪者ほどの

経済効果が見込めない可能性が高い」「作品自体の寿命がある」という問題もある。 

アニメ聖地巡礼には、「自分の街がヒット作の舞台となる」という幸運が必要であるが、

そうした幸運さえ必要でない方法として近年注目を集めているのが、携帯情報端末の取得

した現在位置情報を利用するゲームである「位置情報ゲーム」、具体的には『ポケモン GO』

による地域振興である。このゲームでは、出現率が低いモンスター（ポケモン）の出現率

が操作できるため、観光資源に乏しい地域にプレイヤーを誘導することが可能である。 

ウェブ調査によると、『ポケモン GO』プレイ時には、「自販機やコンビニでの飲み物購入」

などの全項目で、「よくある」「時々ある」という回答が 50％程度で、それなりの経済効果

があるようであった。しかし、可処分所得が高く支出額が高い 50～60 代で男女とも経済行

動を取る人の比率は少なく、『ポケモン GO』の経済効果に過度な期待をするのは難しい。 

工場誘致などと比べて有効期限がごく限られているアニメやゲームによる地域振興で、

地域を存続させるだけの十分な経済効果を得られるかは不明である。ただ、これらは地域

アイデンティティを強化するものであり、今後過疎化が進展することが予想される地方で、

どの中核都市に住民を集中させるかを考える際に、アニメやゲームによる地域振興で地域

アイデンティティを強化した地方自治体が有力な候補となる可能性がある。 

以上の分析から、工場誘致などと比べて有効期限がごく限られているアニメやゲームに

よる地域振興で、地域を存続させるだけの十分な経済効果を得られるかは不明である。た

だ、これら（特にアニメ聖地巡礼）は、地域アイデンティティを強化するものであり、今

後過疎化が進展することが予想される地方で、どの中核都市に住民を集中させるかを考え

る際に、アニメやゲームによる地域振興で地域アイデンティティを強化した地方自治体が

有力候補となる可能性がある。 

第 1・2 章が国内の産業・観光事例を分析するものであるのに対し、第 3 章は、海外の事

例として、フィンランドのヘルシンキのゲーム産業の成立・発展要因と、現在の新しい取

組みを分析した。1980 年代以降のヘルシンキのゲーム産業の発展要因の一つは、自社端末

向けゲームを下請けに制作させたノキアの存在である。しかし、草の根のホビイストやマ
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ニアがいなければ、ゲーム産業はあり得なかった。 

フィンランドのゲーム産業が注目され始めたのは、2009 年にロヴィオが iPhone 向けに

配信した『アングリーバード』以降であった。デジタル流通やスマート端末は状況を一変

させ、大企業で働いた従業員の一部は自らのゲームスタジオを設立した。 

フィンランドのゲーム産業は、人材獲得や認知のさらなる確立のような新たな課題にも

直面している。政策立案の観点からは、競争力維持のためにゲーム産業が公的機関にどの

ような取組みを必要としているかを明らかにする必要がある。本章では、ヘルシンキ・ゲ

ーム・ファクトリー（HGF）プロジェクトという草の根レベルの新しい取組みを取り上げ、

この取組みの意義とこれが成功するための条件を分析した。 

HGF は、2016 年に企画され、2017～2018 年に開始予定のプロジェクトで、ヘルシンキ

市が所有する古い病院施設を借り、ここをゲーム会社に手頃な賃貸料で貸す取組みである。

HGF は、ゲーム会社の賃貸料から経費を賄うための少額の取り分を受け取り、そこからゲ

ーム会社への支援サービスを提供しマーケティング・通信費を払う。HGF の目的は、大き

な利益を上げることではなく、資源の活用方法を再検討することで産業に貢献するサービ

スを提供することである。市は使用していない建物の活用が可能になり、ゲーム会社は他

社との協力や単独で実行するなら得られないかもしれない資源を利用する機会を得る。

HGF はゲーム会社の力の結集の機会を提供するだけでなく、フィンランドのゲームやゲー

ム産業を国内外に披露する場ともなっている。 

フィンランドでは政府がゲーム産業に財政支援を熱心に行ってきたが、国と地方政府が

ゲーム会社を育成する方法は他にもある。HGF は、草の根と市職員による共同的取組みで

あり、新しい産業振興の方法である。HGF のような取組みが成功するためには、取組みの

担い手に「セレンディピティ」「（オープンな）姿勢」「ビジネスモデルと継続性」「ロビー

活動」「メタファーと意味づけ」という要素が必要である。また、草の根レベルの働きかけ

と、そのような働きかけを自治体の誰が正当化できるかを推測できるようにする政策立案

側の受け入れ態勢が必要である。さらに、市職員を創造産業を支援する革新的政策・規則

を導入する力を持つ者と見ることが必要である。そして次の段階として、様々な地域の国

や地方政府が、創造産業をいかに支援・阻害しているかを研究することが重要である。 

終章では、報告書全体の総括を行った。また、こうした知見を、他の地域がどのように

活用できるかについて考察した。様々な地域の事例から推測されることは、アニメ・ゲー

ム産業振興についても、アニメ・ゲームによる観光振興についても、成功に必要な「資源」

を特定し、これを結集させ大きくすることである。 

産業振興について言えば、本報告書で登場したアニメ・ゲーム制作会社や草の根の取組

みは、「人材」が自社や産業の生き残りに不可欠な資源であり、これをどう長期的に育成・

確保するかを考えている。 

また、本報告書で検討した企業やプロジェクトは、こうした自助努力に加えて、自らの

資源の限界を時には認め、他社や自治体、研究・教育機関との連携も積極的に行い、そこ

での社会的ネットワークを通して、自社が持たない資源を活用している。 

一方、アニメ・ゲームによる観光振興についても、「資源の特定・結集・拡大」が重要で

ある。アニメ聖地巡礼については、アニメ作品という資源自体が成功に欠かせないが、こ

れに加えて、該当作品についての理解、聖地巡礼者の関心や既存の成功モデルについての
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知識、自治体・版権元の協力、地域の関係者との社会関係などが、アニメ聖地巡礼の成功

には不可欠であろう。 

なお付録では、本報告書の執筆者たちの共同研究グループであるフィンランドのタンペ

レ大学の研究者が行わっている、位置情報ゲーム『ポケモン GO』の社会的・身体的効果に

関する調査研究について紹介した。 
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序章 問題と構成 

 

１ 問題意識――アニメ・マンガが地域に創出する産業と観光 
アニメーション（以下アニメ）及びビデオゲーム（以下ゲーム）は、現在、それらを制

作する産業と新しい観光形態を、様々な場所で生み出している。 

従来、日本のアニメ・ゲームの制作を生業とする産業は、東京とその周辺で発展してき

た。一般社団法人動画協会が刊行した『アニメ産業レポート 2016』によれば、アニメ制作

会社 622 社のうち 542 社（87％）の本社所在地が東京都である。また、東京都の中でも杉

並区（138 社）と練馬区（108 社）にアニメ制作会社の本社が集中している（日本動画協会 

2016）。一方、ゲーム産業については、2002年時点でゲーム会社427社のうち279社（65.3％）

の本社が東京都区部に、また 349 社（81.7％）が首都圏に立地し、特に JR 山手線沿線とそ

の内部に集中していた（半澤 2016: 162-163）。 

しかし近年では、東京以外の地域に本社を持つアニメ制作会社やゲーム会社の活躍も目

立っている。京都の京都アニメーション、富山のピーエーワークスのようなアニメ会社、

福岡のレベルファイブのようなゲーム会社がそうした事例である。また、ユーフォーテー

ブルやプロダクション I.G のように、東京の外に作画・デジタル作業部門を設立するアニメ

会社も増えている。つまり現在では、東京のように人口が多い大都市に居住せずとも、ア

ニメやゲームを制作できるようになっている。 

このことは海外でも当てはまる。かつてゲームは、日本や米国、フランスのような一部

の国のみで制作・販売されてきた。しかし今日では、フィンランド、スウェーデン、ポー

ランドのように 1990 年代まではほとんど市場で存在感がなかった国々からも、世界的注目

を集め巨大な利益を生むゲームが制作されるようになっている。 

また、メディア産業の外側でも、特定の場所を超越する動きが生まれている。そうした

現象の一つとして「観光」を挙げることができる。観光とは、ある地域の風景や風物、名

所などを見ることである。見るべきものがなければ観光は起こらない。それゆえ、観光対

象がない場所で、観光による地域振興を行うことは難しい。 

 しかしアニメやゲームは、ありふれた地域・場所を観光資源に変える。アニメは、日常

のありふれた風景を作品の舞台にし、そこを観光対象、あるいは「聖地」に変える。また、

GPS や AR、携帯情報端末などを利用する位置情報ゲームは、ありふれた場所を特定キャ

ラクターが出現する特別な場所に変える。アニメやゲームは、自然の名所や歴史的史跡を

持つ偶然に恵まれなかった地域や場所を、観光のために訪れるべき場所に（少なくとも短

期的に）変えることができる。 

アニメとゲームは、地域に産業と新しい観光の形を生み出している。一方で、地域がア

ニメ・ゲーム産業における旧来の慣行や制度を刷新することもある。本報告書が考察する

のは、アニメ・ゲームと地域の間にあるこのような相互作用についてである。また、これ

らの分析を通して、ある地域でアニメ・ゲーム産業やアニメ・ゲームによる観光が成立し、

これが地域を活性化するための条件に関する知見を提出することである。 

 

２ 全体の構成 
 本報告書では、第 1・2 章で国内の事例を、第 3 章と付録で海外（フィンランド）の事例
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を考察する。また、終章で全体の総括を行う（図 1）。 

 

 
図 1 全体の構成 

 

第 1 章では、日本における地域とアニメ・ゲーム産業の関係を考察する。従来アニメ・

ゲーム制作会社が集中していた東京以外の地域で、アニメ・ゲーム制作が活性化している

ことの要因と、そこで生み出された新しい人材育成・確保や広報活動のための制度（アニ

メ制作における社員制度、アニメ・ゲーム制作における産学官連携体制など）について考

察する。ICT 普及や人材の育成・確保の必要性などによって、東京以外の地域でアニメ・

ゲーム制作とその支援のための取組みが行われていることを説明する。 

第 2 章では、日本においてアニメ・ゲームが生み出している新しい観光形態を説明する。

日本の地方経済が疲弊する中、数少ない解決手段の一つとして注目されているのが「観光」

である。本章では、地域を舞台にしたアニメや「ポケモン GO」のような位置情報ゲームが、

ありふれた風景を観光資源に変える現象と、これが実際にもたらす様々な経済的・社会的

効果を分析する。 

第 1・2 章が国内の産業・観光事例を分析するものであるのに対し、第 3 章では、海外の

事例として、フィンランドのヘルシンキのゲーム産業の発展要因を説明する。1980 年代か

ら現代にいたるヘルシンキのゲーム産業の発展において、ホビイスト、企業、行政、大学

がどのように連携してきたのか、また現在、どのような新しい取組みが草の根の人びとと

市職員との間で共同的に行われ、公的資金に依存するこれまでの産学官連携とは異なる仕

組みのゲーム産業振興策が生まれつつあることを説明する。 

最後に終章では、報告書全体の内容を総括し、国内外の諸地域から生まれた新しいアニ

メ・ゲーム制作体制や、アニメ・ゲームによる地域振興策を整理する。また、こうした知

見を、他の地域がどのように活用できるかについて考察する。 

日本 フィンランド

序章 問題と構成

第1章
アニメ・ゲーム産業と地域

第2章
アニメ・ゲームと観光

終章 総括と展望

第3章
ゲーム産業と地域

付録
ゲームと社会・身体
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また付録では、本報告書の執筆者たちの共同研究グループであるフィンランドのタンペ

レ大学の研究者が行わっている、位置情報ゲーム『ポケモン GO』の社会的・身体的効果に

関する調査研究について紹介する。 

 

文献 

半澤誠司，2016，『コンテンツ産業とイノベーション――テレビ・アニメ・ゲーム産業の集 

積』勁草書房． 

日本動画協会，2016，『アニメ産業レポート 2016』日本動画協会． 
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第１章 アニメ・ゲーム産業と地域 

 

１ 問題意識 
本章では、日本のアニメ・ゲーム産業と地域との関係に着目する。アニメ・ゲーム産業

が東京を中心に形成されてきたこと、しかし現在、京都・富山・岡山・福岡など東京以外

の地域で活躍する会社が登場していること、また、これらの地域からアニメ・ゲーム制作

人材の育成・確保に関する新しい制度や取組みが生まれていること、またこれらの要因を、

アニメ産業（第 2 節）とゲーム産業（第 3 節）に分けて説明する。 

 

２ アニメ産業と地域 
２－１ アニメ産業の構造――分業と東京への集中 

本節では、アニメ産業と地域との関連について考察する。まず、アニメ産業における分

業体制等が、アニメ制作会社の東京への集中をもたらしたことを説明する。 

第 1 節で述べた通り、日本のアニメ産業の特徴の一つはアニメ制作会社の東京への集中

（産業集積）である。日本のアニメ産業の東京への集中のメカニズムを分析した半澤誠司

は、アニメ制作会社の東京への集中過程を次のように論述している。 

 

1963 年に日本で初めて、毎週 1 回 30 分のテレビアニメシリーズ（以下テレビシリー

ズと略す）が開始された。この制作にあたったのが、練馬区の手塚治虫の自宅に設立さ

れた「虫プロダクション」であった。テレビシリーズは商業的に大成功を収め、東映動

画をはじめ数社がすぐにテレビシリーズの制作を開始した。その後も CM アニメを主に

制作していた「TCJ」を皮切りに、「竜の子プロ」「東京ムービー」など他の制作会社の参

入が相次いだ。その結果、多数のフリーランサーと一部工程のみに特化した中小制作会

社が乱立し、大手制作会社も内製化を止めて、大量の外注を出すようになり、こうした

垂直分業が進展した。制作会社の多くは東京都西北部に分布し、アニメ産業集積が形成

されるようになった。（半澤 2016: 98） 

 

 半澤は、東京への企業の集中が起きた要因として、テレビアニメに対応するための垂直

分業の進展と、関連企業が東京に存在したことを挙げている。アニメ制作は、図 2 のよう

な複数の工程で構成されている。30 分のテレビアニメには、200～300 人のスタッフが携わ

っており、監督やキャラクターデザイナーなどの責任者は各 1 人～少人数だが、原画（10

～20 人）、動画（50～100 人）、仕上（50～100 人）、背景（10～50 人）、撮影（5～30 人）

などの多数のスタッフが分業している（舛本 2014: 43）。これらの工程が 1 社に内製される

のでなく、多数の制作会社・フリーランサーに外注・実行されることを、半澤は「垂直分

業」と呼んでいる。 

半澤は、テレビアニメ開始後にアニメ産業で垂直分業が進展した理由として、次の 3 つ

を挙げている（半澤 2016: 114）。 

第 1 に、アニメ制作量と必要労働力の不安定さがある。テレビアニメの放送本数・番組

はテレビ局が決定する上、番組の当たり外れや終了時期の予測が難しいため、制作会社に

とってアニメ制作量や必要な労働力は一定しない。また、監督やアニメーターによって得
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意・不得意分野がある。このため、自社ですべて内製する（制作者・工程を抱え込む）と、

不要な固定費用が発生する危険性がある。 

第 2 に、テレビアニメでは質があまり求められなかったことがある。内製体制では、さ

まざまな工程が社内に置かれ工程間の情報交換と修正要求が容易になるため、作品の質が

向上する。しかし、テレビアニメでは劇場用・PR 用映画ほど高い質が求められなかったの

で、内製化の必要性が少なかった。 

第 3 に、歩合給制（業務委託契約）1が好条件だったことがある。テレビアニメ開始時は

社員に固定給を払うことが一般的だった。しかし、当時は歩合給の条件が良かったため、

制作者は社員を辞め歩合給のフリーランサー（個人事業主）になる方が高給を期待できた。 

以上 3 つの理由（制作会社、労働者双方に都合が良かったこと）から、テレビシリーズ

開始直後から、垂直分業が進展した。 

 

図 2 アニメーションの制作工程 

出典：鷲谷（2003） 

 

また、半澤は垂直分業した企業群が空間的に集積した理由をいくつか挙げているが（半

澤 2016: 114-116）、これらを整理すると概ね次の 4 つに整理できる。 

第 1 に、時間の節約がある。垂直分業体制では、工程内・間の情報交換・対面接触のた

めの人の移動、動画・セルなどの物流2が必要になる。テレビシリーズでは毎週約 3,000～

                                                  
1 業務委託契約を結び、業績（出来高）により給与を支払うこと。アニメ制作の歩合給制の場合、1 枚毎に

単価があり、枚数分の給与が契約を結んだ個人事業主に支払われる。 
2 著者がインタビューしたあるアニメ制作会社のプロデューサーによれば、現在では、色を塗る（彩色）

工程以降はすべてデジタル化されているが、キャラクターの動きの鍵となる線画である「原画」や、原画

を基に原画と原画の間をつなぎ映像に滑らかな動きを与える絵である「動画」（半澤 2016: 127）は、8 割

方、鉛筆で紙に描かれて、自動車等で運搬されているという。アニメ産業を舞台にしたアニメ

『SHIROBAKO』でも、「制作進行」と呼ばれるアニメ制作を管理する職種の者が、制作会社やフリーラ
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4,000 枚の動画が必要で、かつこれらを短期間に制作する必要がある。これらに関する打ち

合わせ、制作、物流の時間を節約するため、制作会社が近接した。 

第 2 に、人的つながりの生じやすさがある。アニメ制作のためには制作会社やフリーラ

ンサーの能力把握と、それらとの信頼構築が必要であるが、これらは過去に取引があった

かという人的つながりにより可能になる。また新規取引のための情報収集も人的つながり

から生じる。このような人的つながりは多くの制作会社とフリーランサーが存在している

東京で生じやすく、これが産業集積を強化した。 

第 3 に、大手制作会社の存在がある。テレビシリーズ初期の最大手 2 社は練馬区に立地

しており、この 2 社から仕事を受注するため、周辺に多くの制作会社やフリーランサーが

集まった。また、新たに設立された元請会社も、これらの制作会社や人に仕事を発注する

ために東京西部に立地した。 

第 4 に、現像工程を担当する現像所とアニメ制作の発注元であるテレビのキー局の存在

がある。物流に時間をかけないため、アニメ制作会社は現像所の側に立地した。また番組

編成や資金提供などで作品に強い影響があるキー局との打ち合わせのため、元請制作会社

は東京から離れられなかった。 

以上、半澤が説明した、テレビアニメ開始後にアニメ産業で分業が進展した要因と、分

業体制の下で、アニメ制作会社が東京に集中した要因をまとめると、図 3 のようになる。 

 

 
図 3 テレビアニメ開始後のアニメ産業における分業進展と東京への集中の理由 

出典：半澤（2016）をもとに著者作成 

 

                                                                                                                                                  
ンサーの間で、原画や動画のような中間生産物を自動車で運搬する姿が頻繁に描かれている。なお、「制作

進行」職に就くためには、普通自動車免許が必須である。 

制作量と
必要労働力の

不安定

高品質の映像
が不要

内製→分業

業務委託契約
の条件の良さ

人的つなが
りの生じや

すさ

大手会社が
東京に立地

現像所・
キー局が
東京に立地

移動・物流
時間の節約

東京への集中
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２－２ 地域からのアニメ制作の要因 
 前項では、テレビアニメ開始以降のアニメ産業を特徴づける「分業」と「東京への集中」

について、半澤の分析に基づき説明した。しかし、アニメ産業の構造は変化しつつある。 

前節で述べた通り、近年、東京以外の地域に本社・支社を持つアニメ制作会社の活躍が

目立つ。表 1・2 は、東京以外の地域に本社や支社を持つ主なアニメ制作会社の一覧である。 

 

表 1 東京以外の地域に本社がある主なアニメ制作会社 

スタジオ名 所在地 

京都アニメーション 京都府 

ピーエーワークス 富山県 

備中高梁まちづくり研究所 岡山県 

えかきや 岡山県 

出典：日本動画協会（2016）、日本政策投資銀行（2016）、各種情報 

 

表 2 東京に本社があるアニメ制作会社の主な地域スタジオ 

スタジオ名 所在地 

グラフィニカ 札幌スタジオ 
北海道 

サンシャインコーポレーション 札幌スタジオ 

プロダクション I.G 新潟スタジオ 新潟県 

MAPPA 仙台スタジオ 

宮城県 サブリメイション 仙台スタジオ 

旭プロダクション 宮城白石スタジオ 

手塚プロダクション 新座スタジオ 埼玉県 

WHITE FOX 伊豆スタジオ 静岡県 

イルカ 名古屋スタジオ 愛知県 

ライデンフィルム 大阪スタジオ 

大阪府 クリエイターズインパック 大阪スタジオ 

ラッキーピクチャーズ 大阪スタジオ 

ライデンフィルム 京都スタジオ 
京都府 

サンジゲン 京都スタジオ 

アスラフィルム 芳井スタジオ 
岡山県 

すたじおかぐら 岡山スタジオ 

ユーフォーテーブル 徳島スタジオ 徳島県 

すたじおかぐら 香川スタジオ 香川県 

トリガー 福岡スタジオ 
福岡県 

サンジゲン 福岡スタジオ 

GREEN 大分スタジオ 大分県 

アスラフィルム 沖縄スタジオ 沖縄県 

出典：日本動画協会（2016）、日本政策投資銀行（2016）、各種情報 
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アニメ制作会社が東京以外の地域に立地するようになった要因はいくつか考えられる。

一つはコンピュータや情報通信ネットワークのような ICT の普及である。半澤は、ICT に

よる対面接触や素材運搬の必要性の低下と、アニメ制作会社の地理的分散との関係につい

て、次のように説明している。 

 

制作工程のデジタル化を背景に、立地傾向に若干の変化がみられる。内製の容易化に

よって一拠点内で現実的に担当し得る作業が増加したことに加え、現物を運搬する必要

のある物品ではなくインターネットを用いたデータ交換が進んだ工程もあるため、近隣

に豊富な取引先が立地する必要性は以前より薄れた。（半澤 2016: 145） 

 

二つ目の要因が、人材育成・確保の必要性の上昇である。高橋光輝は、この点を次のよ

うに説明する。「アニメーターを中心にアニメーション制作では、慢性的な人材不足が続い

ている。都心より優秀な人材を確保しやすい、またそういった人材の育成拠点としても地

方都市は今後も注目を浴びる可能性がある」（高橋 2011: 266）。 

アニメ産業で人材育成・確保が必要になってきた要因は、主に二つある。一つは、アニ

メ作品の「質」に対する要求水準の向上である。『ドラえもん』のような子ども・家族向け

作品と異なり、『魔法少女まどか☆マギカ』『響け！ユーフォニアム』のようなパッケージ

販売や映画上映による売上を目指すアニメファン向けの作品には、高度な画像表現が視聴

者とスポンサー（テレビ局や製作委員会）から求められるようになっている（半澤 2016: 118, 

134）。そのため、自社の生き残りのために、有能な人材（監督やアニメーターなど）を育

成・確保することがアニメ制作会社に求められるようになっている。 

二つ目に、一つ目の要因と一部重なるが、人材確保の難しさがある。前項で指摘した通

り、テレビアニメ開始以降、アニメ制作会社の多くは、原画・動画職のアニメーターと雇

用契約せず、業務委託契約するようになった。アニメ制作会社にとって、業務委託契約に

は人件費抑制や作品に合った人材との契約などの利点があるが、一方で、アニメーターが

他社と業務委託契約を結ぶことを妨げることができない。そのため、業務委託契約を結び、

新人時代から社内で指導したアニメーターが、プロとして生きていけるようになった時点

で他社に移動、あるいは「流出3」してしまうことがある。特に、アニメ制作会社が集中す

る東京ではそのようなことが起こりやすい。また、アニメーターの収入の低さと離職率の

高さのため、若い人材が育成されていないことも、人材確保の難しさに拍車をかけている。 

これらの要因のため、現在、アニメ産業では（有能な）人材の育成・確保の必要性が高

まっているが、これは人材の移動が起こりやすい東京では困難である。これに対し、東京

以外の地域にはアニメ制作会社が多くないため、人材育成・確保が行いやすい。著者がイ

ンタビューしたあるアニメ制作会社も、制作者に他社と契約するという選択肢がなく、ま

た人材流出がないので、人を育てられることが地域スタジオ設立の理由の一つと語ってい

た。ICT 普及に加えて、人材育成・確保の必要性の上昇が、アニメ制作会社が東京以外の

                                                  
3 正確に言えば、業務委託契約を結ぶアニメーターは個人事業主（フリーランサー）であり社員ではない

ため、他社への「流出」という言い方は正しくないが、業界ではこの言葉が時折利用される。 
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地域に立地するようになった主な要因である（図 4）4。 

 

 
図 4 アニメ制作会社の東京以外の地域への立地の要因 

 

２－３ 地域からのアニメ制作の現状とその結果――京都・富山・岡山 
 前項では、アニメ制作会社が東京以外の地域に本社・支社を持つようになった背景を説

明した。本項では、実際に東京以外の地域に本社を持つアニメ制作会社を 3 つ取り上げ、

これらがどのように地域という環境の中で生まれ成長を遂げてきたか、またこうした取組

みの中から、アニメ産業の従来の慣行を刷新するような新しい制度が生まれつつあること

を説明する。 

 

＜京都アニメーション（京都）＞ 

 京都府宇治市木幡大瀬戸に本社を持つ京都アニメーションは、虫プロダクションで仕上5

を行っていた八田陽子が、1981 年に創業した。1985 年に有限会社になり、夫の八田英明が

社長に就任している。当初は仕上専門会社だったが、1990 年代から演出・作画・背景・撮

影などを自前で行うようになった。1999 年にデジタル化に移行している。2003 年以降は、

アニメ制作を元請として受注し、『CLANNAD』『涼宮ハルヒの憂鬱』『けいおん！』『Free!』

『響け！ユーフォニアム』『聲の形』などのヒット作品を次々制作している。 

京都アニメーションは、近隣に外注に出せる制作会社が少なかったこともあり、外注に

よる分業体制を取る東京の会社と対照的に、プロダクション工程全体を社内で行う。京都

市・宇治市には、本社の他に、アニメ制作を行う第 1・2 スタジオ、グッズ・書籍など商品

企画を行う商品開発部、自社グッズ販売店「京アニ＆Do ショップ！」がある。また大阪府

大阪市には、関連会社の株式会社アニメーションドゥウがある。さらに、アフレコ6、ダビ

                                                  
4 アニメ会社の地理的分散の要因としては、この他に、東京以外の地域に立地すると注目されやすいこと、

地方創生を目指す国・自治体の支援（補助金等）を受けやすいことがある。 
5 トレス。動画をトレスマシンでセルに熱転写しセルの裏から絵の具で塗る作業である。現在はスキャナ

で動画を取り込み、コンピュータソフトで線画の線を補正し彩色する。 
6 映像に合わせ声優のセリフを録音すること。 

アニメ映像の
質の要求

人材確保の
困難（東京）

ICT普及
人材育成・確保の

必要性

地域での
アニメ制作
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ング7など一部のポストプロダクション工程（図 2 参照）外注8のため、東京都港区赤坂に東

京オフィスを置いている。 

 京都アニメーションの歴史は、「垂直統合」あるいは「内製化」の歴史である。垂直統合

とは、製品・サービスの設計・開発・生産・販売を自社で一手に行うことである。上述の

通り、同社はアニメーション制作の複数工程を自社で行い、工程間の密な情報交換や修正

依頼によって作品の質を高めてきた。 

 また、他の会社が管理部門の職種の者とのみ雇用契約し、監督やアニメーターらとは業

務委託契約しているのに対し、京都アニメーションは監督やアニメーターらとも雇用契約

を結び9、福利厚生として社宅も用意している。この理由について、社長の八田英明は「ア

ニメーション制作の骨格は人であるからだ」と語っている。また同社は「プロ養成塾」と

いう若者向け私塾も運営している。八田はこの理由について、「大学では概論を教えても専

門知識が不十分である。スクール事業は本来の生業ではないが厳しい選抜を課し、社内に

おいて実践トレーニングを行うことで現場が必要とする人材を直接確保できるという理由

からスクール事業を行っている」と説明している（高橋 2011: 256-257）。 

さらに、京都アニメーションは、ライトノベルや小説、ゲームを原作とするアニメ作品

を作るだけでなく、オリジナル作品にも挑戦してきた。オリジナル作品を手がけるアニメ

制作会社は他にもあるが、同社のユニークな点は、原作を集めるために出版部門を自ら立

ち上げたことである。2009 年から大賞のアニメ・文庫化を約束する「京都アニメーション

大賞」を開催して小説を募集し、2011 年から「KA エスマ文庫」として受賞作の出版を始

めている。この結果、2012～2017 年に同社が手がけたテレビアニメ 12 作品のうち 6 作品

が KA エスマ文庫の作品で、1 作品がオリジナル作品となっている10。 

京都アニメーションは、制作の内製化（垂直統合）やクリエイターの長期育成11を通して、

ノウハウや人間関係のような経営資源を着実に社内に蓄積してきた。これらの資源は、同

社の映像表現を「業界随一」と言われる質にまで高めている。また、これらの資源に裏打

ちされたブランドイメージをもとに、出版部門を立ち上げてアニメ原作・原作者を集め、

アニメ原作の著作権を確保する一方、アニメ放映と連動させて、書籍やグッズも売り上げ

ている（自社店舗・通販も運営）。京都アニメーションは、周囲にアニメ制作会社がないと

いう条件を、デメリットというよりメリットと捉えて人材を育成・確保し、かつ複合的に

組み合わせた事業戦略に基づいて、業界内での地位を確立している。 

 

＜ピーエーワークス（富山）＞ 

 富山県南砺市城端に本社を置くピーエーワークス（P.A.Works）は、タツノコプロダクシ

ョンやプロダクション I.G などに制作進行やプロデューサーとして在籍した堀川憲司が設

                                                  
7 映像に音楽・効果音をつけること。 
8 アフレコやダビングができる音響スタジオや音響スタッフ、声優事務所や声優の多くは東京に集中して

いるため、これらの工程を東京以外の地域で行うことは難しい。 
9 同社は採用時に期間契約社員として雇用し（契約期間は 1 年間）、勤務状況・成果等を考慮して契約を更

新している。また、契約社員が正社員採用試験に合格すれば、正社員（期限の定めのない雇用契約）とし

て登用している。 
10 劇場アニメ（映画）については、2012～2017 年に公開された 11 作品のうち 7 作品が KA エスマ文庫の

作品、1 作品がオリジナルである。 
11 著名な制作者として、石原立也、木上益治、武本康弘、山田尚子などがいる。 
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立した会社である。2000 年の設立時の社名は越中動画本舗であったが、2002 年に現在の社

名に変更されている。城端に本社を置く理由は、ここが配偶者の故郷で、同地に戻ること

が家族との約束だったためである（堀川は富山大学を中退している）。会社設立の経緯につ

いて、堀川は次のように説明している。 

 

僕個人の理由は、家族との約束で富山に戻ることになったからなんですが、ちょうど

アニメーション制作もデジタルが主流になって、地方でも作れるような環境ができてき

たんですね。地方は土地が安いということもあって、スタジオを構えてから寮も作りま

した12。 

 

ピーエーワークスは、空いていた居酒屋の宴会場で創業したが、城端の町長の勧めで廃

病院を改装した城端起業家支援センター（後に南砺市起業家支援センターと改称）に入居

した。南砺市が整備した桜ケ池ハイウェイオアシス内の企業誘致用地を購入して木造 2 階

建ての社屋を完成させ、2016 年 3 月に移転している。なお、作画・CG 部門を持つ富山本

社と別に、東京都小平市に演出・制作部門を持つ東京 P-10 スタジオを置いている。また、

関連会社として教育コンテンツやアプリ等を制作するパラボやパックスがある。 

設立当初、ピーエーワークスは、他社アニメ作品の下請やゲーム会社レベルファイブの

ムービー制作を行っていたが、2008 年以降、アニメ制作を元請として受注するようになっ

た。代表作に、『true tears』『Angel Beats!』『花咲くいろは』『SHIROBAKO』などがある。 

 京都アニメーションと同様、ピーエーワークスも人材育成に力を入れている。同社の周

囲にもアニメ制作会社がほぼないため、社内で育成したアニメーターが他社に移動してし

まうリスクが低く、人材の育成や確保が容易である。この点について、堀川と専務取締役

の菊池宣広は次のように語っている。 

 

「アニメは地方のほうが人を育てやすい」というのが堀川氏の見解。……スタジオの

多い東京だとスタッフが流動的になってしまうが、「地方に来るということは腰を据えて

やろうという覚悟がある。彼らに計画をきちんと説明して協力してもらう」ことで、離

職率を低く抑え、人材育成してきたのだとか13。 

 

［アニメ業界では］作品数も多くなって、一人前になる前に異動するようになってし

まいました。これは、本人のためには本当はよくないのではないかと言われています。

そういう意味では、格好よく言えばわが社は育成期間を十分に取れる環境だと思います。

全国からアニメーター志望の人が来て、一人前になるまで頑張ります。駄目だった場合

も、ほかの会社に途中で変わることはできず、何とかそこで頑張っていかなければなら

ないので、理想とは違うかもしれませんが、踏ん張りがきく現場ではあるかと思います。

（菊池 2011: 2）。 

 

                                                  
12 「『花咲くいろは』の経営術【前編】」（http://ascii.jp/elem/000/000/646/646790/s/）。 
13 「アニメスタジオが地方に定着 富山・徳島など」

（https://style.nikkei.com/article/DGXMZO93440390Q5A031C1000000）。 
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 人材育成は、ピーエーワークスの経営戦略の中核を占めるものである。ウェブサイトで

は、同社の今後のビジョンとして、「内製強化（中長期視点での人材育成）」「クリエイター

養成の体系化と事業化」「アニメーション作品を核とした複数事業の包括的な事業計画の推

進」が掲げられており、前二者が人材育成に関するものである。また、同社は寮を用意し、

アニメーターたちが交流を通して学習することを支援している。堀川はこの点について次

のように説明している。 

 

 社員の子はほとんどが寮に住んでいます。マンガ家のトキワ荘みたいな感じになれば

いいなと思っているんですけれども、そういう環境が 1 ヵ所で用意できたのはよかった

ですね。僕らが何だかんだと言うよりも、彼ら同士で交流を持って、自分たちの将来と

か、自分のできないことを話し合いながら、伸びていっているなとは思うんですけれど

も14。 

 

ただし、堀川は「社員」と語っているが、京都アニメーションと異なり、ピーエーワー

クスのアニメを制作するアニメーターたちは、実際には業務委託契約を結んだ個人事業主

であり、雇用契約を結んだ「社員」ではない。同社の人材育成ビジョンとスタッフとの契

約関係の矛盾を浮き彫りにしたのが、ピーエーワークスのアニメを制作していたアニメー

ターが同社での業務について 2016 年 10～11 月に Twitter で行った複数の投稿である。こ

れらの投稿から、次のようなことがインターネット上で問題化され、ピーエーワークスに

非難が殺到した。 

・ピーエーワークスが、アニメーターを社内で時間を管理して労働させていたこと。 

・掃除など業務委託契約に含まれない（と思われる）業務もアニメーターに行わせてい 

たこと。 

・上記の事情から労働実態が「雇用契約」と見なせるにもかかわらず、労働基準法が定 

める最低賃金未満の賃金しか支払っていなかったこと15。弁当代、寮費、バス定期代な 

どを除いたこのアニメーターの平成 28 年 7 月の月収は、1,477 円だった。 

 この問題に対し、ピーエーワークスは 11 月 4 日にお詫びと見解を発表した16。また、お

そらくはこの問題に関する熟慮17と、同社がもともと抱いていた人材育成のビジョンに基づ

いて、2018 年 4 月から「プロアニメーター養成塾」を、2019 年 4 月から「社員アニメー

ター」採用制度を開始することを 2017 年 6 月に発表した18。 

前者は入塾者に 1 年間の指導を行い、卒業者を同社採用試験における優先選考対象とす

るものである。後者は、アニメーターを契約社員として雇用し、かつ経験年数・実績等に

よっては正社員に登用する制度である。在籍中のスタッフについては 2017 年 4 月からこの

                                                  
14 「『花咲くいろは』の経営術【前編】」（http://ascii.jp/elem/000/000/646/646790/s/）。 
15 業務委託契約であっても、業務の実態が雇用契約と見なされる場合、労働基準法などの労働関係法令が

適用される。 
16 「この度の弊社スタッフの SNS の投稿につきまして」

（http://www.pa-works.jp/news/index_20161104.html）。 
17 本件に関する堀川の見解については、「若手アニメーターが感じている不安」

（http://www.yetyou.jp/?p=9466）を参照。 
18 「P.A.WORKS 来年度以降のアニメーター育成および採用に関する新制度開始のお知らせ」

（http://www.pa-works.jp/news/index_20170601.html）。 
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制度が適用されている旨も発表された。 

 周囲にアニメ制作会社がないピーエーワークスには他社への人材移動のリスクが少なく、

同社への人材定着率は高かった。しかし一方で、同社と業務委託契約を交わして働く者た

ちには、上記アニメーターのように将来の不安（とりわけ経済的不安19）を感じる者も多か

ったと思われる。この不安を解消する上で、同社の「社員アニメーター」採用制度は適切

であり、経営者が制作者を長期的に育成・確保できる体制と、制作者が安心してアニメ制

作に打ち込める環境が整備されたと見ることができる20。 

立地する同業他社の少なさや人材移動率の低さ（クリエイターの選択肢が少ないこと）

に魅力を感じて東京以外の地域に支社を作るアニメ制作会社の中には、東京を中心とした

アニメ産業で従来主流であった業務委託契約を維持しようとする会社が多い。しかし、ピ

ーエーワークスを巡る「炎上」事例は、旧来のアニメ産業の契約慣行は問題であるという

認識が、アニメ視聴者の間で浸透してきていることを鋭く示している。東京以外の地域に

立地するアニメ制作会社で始まった「社員制度」は、今後アニメ制作会社にとって、クリ

エイターの信頼や視聴者の肯定的評価、良好なブランドイメージを獲得するための、つま

り、他社に対する持続的な競争優位を維持するための重要な経営資源になっていくものと

考えられる。 

 

表 3 京都アニメーションとピーエーワークスの企業情報 

  所在地 設立年 社員数 売上 

京都アニメーション 
京都（本社） 

東京（支社） 
1985 年 

146 名 

（2015 年 12 月）

24 億 6,365 万円

（2016 年 3 月）

ピーエーワークス 
富山（東京） 

東京（支社） 
2000 年 

48 名 

（2016 年 12 月）

9 億 3,500 万円

（2015 年 9 月）

出典： 帝国データバンク企業情報、東京商工リサーチ企業情報 

 

＜備中高梁まちづくり研究所（岡山）＞ 

 備中高梁まちづくり研究所は、岡山県高梁市栄町に 2017 年 8 月に設立された、アニメ制

作などを通して地域活性化を目指す会社である。高梁市商工会議所会員企業の経営者 8 人

と、吉備ケーブルテレビ、地元の吉備国際大学を運営する順正学園、テレビせとうちが計

500 万円を出資して設立された。社長は吉備ケーブルテレビ社長の藤岡孝である。 

市内中心部の 5 階建てビルの空き店舗部分である 1～3 階に入居する。11 月にアニメ制作

会社も設立し、吉備国際大学アニメーション文化学部教授の井上博明が総合プロデューサ

ーを務め、まずは 4 人のクリエイター21と高梁市教育委員会から受注した備中松山藩の陽明

                                                  
19 動画職の場合、線画 1 枚当たりの単価は約 220～240 円（テレビアニメの場合）だった。ピーエーワー

クスは 1 人前のアニメーターの月間生産数を 500 枚であると説明しているので、1 人前のアニメーター（動

画職）の月収は約 12 万円ということになる。ただし、原画、キャラクターデザイン、動画検査などの職に

移行できれば月収も増加する。 
20 一方で、京都アニメーションの出版事業のような新しいビジネスモデルの構築は、ピーエーワークスの

会社存続にとって不可欠と思われる。同社は、アニメ人材育成・確保に関する新制度の構築と別に、ICT
を活用したアプリ、3DCG、教育事業に進出しようとしている。 
21 2018 年までに 10 人以上に増員し、同大学の卒業生も加える。 
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学者である山田方谷の物語を最初に制作する。 

 高梁市では、合併前の旧川上町が 1988 年から「漫画のまちづくり」を行っており、拠点

施設として「吉備川上ふれあい漫画美術館」をオープンしている。また、吉備国際大学が

2010 年にアニメーション文化学科を、2014 年にアニメーション文化学部を開設し、高梁市

を舞台としたアニメ『愛・天地無用！』を制作している。2015 年にも同市を舞台としたア

ニメ『バッテリー』が放映されている。 

備中高梁まちづくり研究所の計画は、順正学園の提案に基づいている。この提案が産学

官の地方創生事業を進めていた高梁市の思惑と一致し、市が準備に着手した22。2016 年 6

月、高梁市は国に地域再生計画を提出し、9 月にこれが認められて 3 年間で約 1 億円が交付

されている23。この予算と市の補助金に基づき、高梁市はアニメスタジオ整備事業として

2017 年度に 4,940 万円を計上している24。 

 制作するアニメは、子ども向け作品である。国内では、高梁市や岡山県の民話、食文化、

歴史などを題材とした作品を、テレビせとうちを通じて全国のテレビ局や有料チャンネル

に販売する。また海外向けには、テレビせとうちのネットワークと吉備国際大学が海外教

育交流協定を結ぶロシアやインドネシアなど 27 か国 76 校とのつながりを活用して、各国

の民話をアニメ化し地元テレビ局に売り込む。これらの事業を通して、2020 年に 8 億円の

売上を目指す。さらに地域活性化のために、スタジオを見学できるようにする、市内にグ

ッズ販売店を設けるなどの工夫で、回遊行動を促す25。 

 備中高梁まちづくり研究所は、大学・自治体・企業・メディアが協力し、アニメ制作人

材を育成・確保し、地元に職を作り、大学を卒業する若者の定住を促したり観光事業を興

すことを通して、地域を活性化させるという取組みである。この成果が明らかになるのは

数年後で、国や市の補助金なしでの事業継続性については検討の余地があるが、アニメに

よる地域活性化の先端事例として今後も注目に値すると言えよう。 

 

３ ゲーム産業と地域――福岡 
 前節ではアニメ制作会社が東京以外の地域にも立地するようになっていること、またそ

こから優れた作品や人材、新しい制度が創出されてきたことを説明した。これに対し本節

では、ゲーム産業で注目されている地域として福岡を取り上げ、ここから新しい作品や人

材、産学官連携制度が生まれていることを説明する。 

 福岡がゲーム制作の都市として注目されるようになった経緯は、次のとおりである。2000

年代初頭、福岡には多くのゲーム会社が立地していたが、これらはプロのゲーム制作者に

                                                  
22 「市中心地にアニメスタジオ 岡山県高梁市を活性化したい 運営会社が設立」

（http://www.sankei.com/west/news/170829/wst1708290028-n1.html）。 
23 「アニメによるまちづくり再生計画」

（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/dai39nintei/plan/a529.pdf）。 
24 「高梁市平成 29 年度予算概要」

（http://www.city.takahashi.okayama.jp/uploaded/attachment/11465.pdf）。 
25 「高梁発アニメ制作会社設立 地元企業、学校法人、TV 局、市 世界目指す＝岡山」（大阪読売新聞

2017/09/06 朝刊）、「アニメで高梁発信 産学官が連携、制作会社を設立 世界へ売り込み狙う／岡山」（朝

日新聞 2017/09/04 朝刊）、「備中まちづくり研究所：高梁はアニメ制作の町 地元企業が出資し設立、世界

に発信へ／岡山」（毎日新聞 2017/10/03 地方版）、「高梁発アニメで活性化 財界、学校、TSC 出資の会社

発足」（山陽新聞 2017/08/29 朝刊）。 
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なりたい学生には認識されていなかった。人材確保のため全国の専門学校で会社説明会を

行っていたゲーム会社サイバーコネクトツーは、人材確保や会社の認知向上という共通課

題を抱えていた他社（レベルファイブ、ガンバリオン）と、2003 年 8 月に「GAME FACTORY 

FUKUOKA 2003」を開催した。同イベントでは、会社説明、ゲーム展示、3 社の社長や著

名クリエイター堀井雄二（『ドラゴンクエスト』制作者）のトークセッションなどが行われ

た26。このイベントの目的の一つは、イベントへの人びとの参加や全国・地元メディアによ

る報道を通して、各社の認知度を高め、福岡から東京に流出してしまう若い人材を確保す

ることだった。この点について、レベルファイブ社長の日野は次のように説明している。 

 

僕たちとしては、ただ説明会を開くんじゃなくて、こういうイベントにした方が、メ

ディアのみなさんに取材してもらえるんじゃないかと考えたんですね。福岡に住んでい

る若い方で、ゲームを作る仕事がしたい、クリエイティブな仕事がしたいと思っている

人が、具体的な行き場を福岡で見つけられなくて、東京に出て行ってしまう。僕らとし

てはその流れをなんとか止めて、僕らの会社に来てほしいと考えていたわけです。その

ためには、まず福岡にこういう会社があって、こういうことをしているんだということ

を知ってもらう必要がありました。そういう点では、全国的なメディアだけでなく、福

岡の地元のメディアがとりあげてくれないかなぁという希望がありましたね27。 

 

 このイベントをきっかけに、2004 年に九州・福岡のゲーム制作会社 7 社による任意団体

GFF（GAME FACTORY'S FRIENDSHIP）が設立された（2017 年 7 月現在の正会員28は

12 社）。ここでは九州・福岡のゲーム制作関連会社が提携して、九州・福岡をゲーム産業や

コンテンツ産業の世界開発拠点、「ゲームのハリウッド」にするために活動を続けている。

2005 年には、世界に通用する技術開発と人材育成を目的に九州大学の産学連携も開始した。 

さらに 2006 年、GFF と九州大学、福岡市は、日本のゲーム産業では初めての産学官連

携組織「福岡ゲーム産業振興機構」を設立した（図 5）。当時、市の次代を担う産業として

デジタルコンテンツに注目していた福岡市経済振興局産業政策部が、九州大学との包括的

連携を進めていた GFF と出会い、福岡のゲーム産業を共に盛り上げていくことになった。

ただし、市役所が業界団体の GFF に参加することはできないため、新団体を設立すること

になった29。 

 

                                                  
26 「第 37 回 GAME FACTORY FUKUOKA 2003 を取材！ いざ福岡へ！」

（https://www.famitsu.com/game/serial/1141742_1152.html）。 
27 「GFF 主要三社インタビュー全文掲載（第 2 回）」

（http://d.hatena.ne.jp/kararemichi/20071008/1285212537）。 
28 GFF 正会員には、GFF 定例会への出席、定例会での交流・情報交換、GFF 主催イベントの企画・運営、

イベントでの企業 PR 等の役割（メリット）がある。 
29 「福岡レポート(9) 福岡市経済振興局産業政策部新産業課 その 1」
（http://d.hatena.ne.jp/kararemichi/20070714/1285213050）。 
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図 5 福岡ゲーム産業振興機構の構成 

出典：GFF ウェブサイト30 

 

福岡ゲーム産業振興機構の目的は、「九州・福岡を世界が目指すゲーム産業都市にする」

ことである。この目的の実現のため、「人材育成」「広報」「市場開拓」という 3 事業が実施

されている（表 4）。 

 

表 4 福岡ゲーム産業振興機構の主要 3 事業 

事業 内容 事例 

人材育成 

福岡から優れたゲームを生み出し続けるために、優

秀なクリエイターやプロデューサーなどの人材を育

成・確保する。 

・インターンシップ 

・ゲームコンテスト 

広報 

ゲーム制作の拠点としての「九州・福岡」を日本全

国および世界にアピールし、さらなる企業や人材の

集積を図る。 

・ゲームファン in 福岡 

・サイト等での情報発信

市場開拓 

国内外問わず、優れた技術を持つ企業や資金力があ

る企業など様々な企業との交流を進め、市場の開拓

を図る。 

・海外との交流 

・ゲーム関連企業誘致 

出典：福岡ゲーム産業振興機構31、GFF32の資料に基づき著者作成 

 

これらの事業のうち、福岡ゲーム産業振興機構がもっとも力を入れているのが「人材育

成」事業である。「FUKUOKA ゲームインターンシップ」を年 2 回、「福岡ゲームコンテス

ト GFF AWARD」を年 1 回定期開催している。前者はゲーム制作志望者が GFF 加盟企業を

はじめとする福岡のゲーム会社でインターンシップを 1 か月経験し、実際の仕事やゲーム

制作の厳しさ・楽しさを学ぶものである。毎年 100 人以上が応募して約 30 人が選抜され、

約 5 人が就職している。後者は学生・アマチュアを対象にしたコンテストである。2017 年

3 月に開かれた第 10 回コンテストには 831 人が応募した。大賞・優秀賞を受賞した者の多

くが、現在までにプロ制作者になっている。 
                                                  
30 https://www.gff.jp/gff/purpose.html 
31 http://fukuoka-game.com/business/ 
32 https://www.gff.jp/images_n/about-gff-201707.pdf 
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福岡ゲーム産業振興機構の「人材育成」事業は、即戦力人材の確保を明確に志向してい

る。この点について、福岡市経済振興局産業政策部新産業課の松浦令治は、2007 年のイン

タビューで、同機構の人材育成事業（インターンシップ）の特徴を次のように語っている。 

 

過去にも、他の産業でインターンシップを市がお手伝いすることはあったのですが、

それは主に学生さんの社会体験というスタンスでやってきたものだったんですね。それ

に対して、GFF さんからはできるだけ即戦力となるような人材の獲得ができないだろう

かという御意見もあり、現在はその方向で進めています。応募いただく学生さんには、

かなり高いハードルを設定させていただいています。……やはり戦力となるような人材

を集めようということですから、それなりの審査が必要なんですね。いろいろな（ゲー

ムの）コンテストやアワードで実績のある学生さんに学校から声をかけていただいたり

しながら、ただ応募書類を出していただくだけでなく、作品を提出していただいていま

すし、面接もしています33。 

 

福岡ゲーム産業振興機構の「広報」事業については、公式サイトなどで「ゲーム都市」

福岡の魅力をアピールしている。生活環境として「食べ物のおいしさ」「平均通勤時間の短

さ」「通勤手段」が、またビジネス環境として「福岡空港のアクセスの良さ」「オフィス賃

料の安さ」「多様で優秀な人材が確保しやすいこと（情報・デザイン系の大学等が多い）」

を、この地域の魅力としてわかりやすく説明し、制作人材や企業を福岡に集めようとして

いる。また、行政との連携によってゲーム産業に対する信頼を高めようとしている。この

点について上述の松浦は次のように語っている。 

 

前提として、ゲームは誤解をされているということがありました。古い話ですがゲー

ム脳という話題もありましたし、たとえば何か犯罪が起こった時に犯人はゲームをやっ

ていたとか、そういう報道もあります。私たち福岡市がゲーム産業に取り組むというこ

とで、行政が持っている信頼性や公共性というものを活かせますから、ゲームについて

正しく認識してもらえるきっかけ、背景になり得るのではないかと考えました。そう考

えまして、まず、市の予算でみなさんと作ったパンフレットがこれです。……保護者の

方々からすると、ゲーム業界というのはやっぱりわからない、わかりにくい世界なんで

すね。自分の子どもをそんな知らない業界に進ませることには、当然、不安もあります。

それを払拭する意味で配りたいとのことでした。「こうやって福岡市、行政もバックアッ

プしている業界なんですよ、だから安心ですよ」ということなんでしょうね。行政が支

援しているということが、いい意味で認めてもらえた例だと思います34。 

 

 以上の取組を整理すると次のようになる。福岡ではゲーム会社の認知度が低く、人材が

九州・福岡から東京に流出していた。しかし、2000 年代前半からゲーム制作会社が集まっ

                                                  
33 「福岡レポート(10) 福岡市経済振興局産業政策部新産業課 その 2」
（http://d.hatena.ne.jp/kararemichi/20070714/1285213049）。 
34 「福岡レポート(11) 福岡市経済振興局産業政策部新産業課 その 3」
（http://d.hatena.ne.jp/kararemichi/20070714/1285213048）。 
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て業界団体「GFF」を設立し、九州・福岡をアピールしてきた。また、業界団体・大学・

地方自治体が産学官連携組織「福岡ゲーム産業振興機構」を創設し、人材育成・確保、協

力関係の構築、ゲーム制作会社のイメージ向上などに共同で取り組んできた。この結果、

優れた人材・企業が九州・福岡に集まるようになり、国内と世界で注目を集める作品――

代表がレベルファイブ制作の『妖怪ウォッチ』35――が制作されるようになっている。 

 

４ 結論 
 本章では、日本において、東京以外の地域でアニメ・ゲーム制作が活性化している要因

と、そこで生み出された新しい人材育成・確保や広報活動のための制度（アニメ制作にお

ける社員制度、アニメ・ゲーム制作における産学官連携体制など）について考察した。ICT

の普及や人材育成・確保の必要性、産学官連携によって、東京以外の地域でもアニメ・ゲ

ーム制作が開始され、優れた作品・人材が生み出されていることを説明した。 

 京都、富山、岡山、福岡で作られた新しい取組みや制度は、各地域におけるアニメ・ゲ

ーム制作を容易にするだけでなく、地域の経済を活性化したり、東京を中心として形成さ

れてきたアニメ・ゲーム産業の伝統的な慣行や制度（アニメ産業における分業と業務委託

契約、ゲーム産業における産と官学の連携の不在）に再考を促すものともなっている。こ

れらの点については、終章で他の章の知見との比較・総合に基づいて改めて検討すること

にしたい。 
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第２章 位置情報ゲームによる地域振興の課題 

 

１ はじめに：疲弊する地方とコンテンツツーリズム 
人口減少化の日本で、地方経済は疲弊している。増田寛也が著書『地方消滅』（2014）で、

全国 896 の自治体が 2010 年から 2020 年までの 10 年間で 20～39 歳の女性が 5 割以上減

少するという予測を発表し、それらの自治体を「消滅可能性都市」と呼んだことは記憶に

新しい。地方の各都市は何か産業を興すことで地元に定住可能な勤労者を増やそうと「産

業振興」「地域振興」に必死である。だが、この種の産業振興で定番だった企業を誘致した

り工業団地を建設して中小工場を誘致したりする手法は、町工場レベルまで海外に出てい

かないと厳しい状況でほぼ不可能となった。 

そういった現状で、数少ない手段の一つと考えられているのが、観光による地域振興で

ある。近年、インバウンド観光（海外から日本への観光）が盛んになったこともあり、観

光業に注目が集まっているのは間違いない。 

しかし、観光による地域振興は、名所・旧跡や温泉などの観光資源が全くない場所で行

うことは非常に難しい。単に「自然が豊か」「海の幸（山の幸）がおいしい」といった程度

では、北海道や沖縄に行こうと思っている人たちを振り向かせることは不可能だし、少々

古い建物がある程度では京都に負けてしまう。 

通常の産業振興も観光振興も難しい大多数の地方自治体にとって、藁にも縋るような形

で注目されたのが、ありふれた風景がそのまま観光資源となる可能性を秘めたコンテンツ

ツーリズムによる地域振興、さらに言えばアニメ聖地巡礼や位置情報ゲームによる地域振

興だった。 

 

２ コンテンツツーリズムとは 
コンテンツツーリズムとは、その名の通り「訪問者がコンテンツに縁のある土地を巡る、

観光の一形態」のことを指す（小山他 2015）。「コンテンツ」は映画、TV ドラマ、アニメ、

マンガ、小説、ゲームなど何でもよい。「関係」も、原作者の生誕地や育った場所、作品の

舞台など、さまざまである36。 

近年はアニメの舞台となった都市を巡る「アニメ聖地巡礼」が注目を集めており、コン

テンツツーリズムは新しい観光形態のように見える。しかし、ローマ観光で映画「ローマ

の休日」（1953）に登場する箇所を巡ったり、シャーロックホームズの活躍を思い浮かべな

がらロンドンを旅したりといった、「映画や小説の舞台を巡る旅」という形態は古くから存

在する。また、日本国内でも NHK 大河ドラマの主人公にゆかりのある土地は放送年から数

年、観光需要が増大するため、各地で地元の偉人が大河ドラマの主人公となることを望む

動きは多い。 

ここまでに挙げた例はいずれも大規模にヒットした有名な作品だが、地方の中小規模の

都市ではここまでのヒットでなくても構わない。アニメ聖地巡礼や位置情報ゲームへの注

目は、こういった土壌のもとに登場したのである。 

                                                  
36 変わりだねとしては、J-POP のヒット曲もコンテンツとなりうる。サザンオールスターズの曲に縁があ

る湘南の海を訪れたり、松任谷由実の曲に出てくる場所を訪れたりする、というのもコンテンツツーリズ

ムである。 



21 
 

 

３ アニメ聖地巡礼と「鷲宮モデル」 
コンテンツツーリズムの中でも「アニメの作品中に登場する場所を訪ねる」という形態

のツーリズムは特に「聖地巡礼（もしくはアニメ聖地巡礼）」と呼ばれている。アニメの舞

台を訪れるという行動自体は他のコンテンツツーリズム同様に古くから存在するが、現代

の文脈でアニメ聖地巡礼が話題となり、社会的に認知されるきっかけとなったのは 2007 年

の「らき☆すた」である。 

「らき☆すた」の舞台である埼玉県鷲宮町（現在では久喜市と合併）の商工会議所のメ

ンバーは、（「らき☆すた」を知らない人からすれば）急遽現れた怪しい人たち（＝聖地巡

礼者）と積極的にコミュニケーションをとり、彼らが何を望んでいるのかの把握に努めた。

その結果生まれたのが、その後アニメ聖地と呼ばれる場所で標準的に採用されるようにな

ったビジネスモデルである。それは、以下の 5 つの要素からなっている。 

 

1. ごく一部の商業関係者だけでなく、自治体も巻き込んだ地域ぐるみの活動にする 

2. 版権元と協力して、新規描下ろしポスターやオリジナルグッズなどの商材を用意

する 

3. 聖地巡礼マップなどの来訪者向けサービスを充実させる 

4. 定期的にイベントを実施してリピーターを生み出す 

5. スタンプラリーなどの街歩きイベントを通じて、来訪者に作品に登場した特定箇

所だけでなく街全体への愛着を持ってもらう 

 

1.と 2.は、アニメ聖地巡礼現象を地域振興策として採用するための必要条件ともいえるも

のである。また、3.と 4.は映画や TV ドラマと比べると視聴者数が圧倒的に少ないアニメと

いう題材を用いる以上、総来訪者数を増やすためには必須であった。 

注目すべきは 5.の街歩き誘発策である。観光資源が乏しい街での観光振興策は、１）何

らかの記念館を建てる、２）歴史的建造物が世界遺産のような公的なお墨付きを受ける、

などといった形でいわゆる「箱物（ハコもの）」を中心とした策となることが多い。この場

合、来訪者の動線は、駅や駐車場などの出発点と目的となる箱物の間の往復だけで、街の

滞在時間が非常に短くなり37、経済効果という点では全く期待できない。一方、アニメ聖地

巡礼では作品内で登場する風景が街の中に散在しているため、来訪者が自然に街の中を歩

き回ることになる。そこにスタンプラリーなど街歩きを誘発させるイベントを打つことで、

その傾向は強化される。街での滞在時間が伸びることは来訪者が街で飲食や買物などの経

済活動を行う可能性を高め、経済効果が期待できるようになる。 

これらの様々な策の効果は、著者たちが行った実際の来訪者調査（小山他 2015）でも確

認できている。アニメ聖地巡礼を行う人（いわゆる「巡礼者」）は以下の特徴を持つ： 

 

                                                  
37 筆者は平日の日中に世界遺産となった富岡製糸場（群馬県富岡町）を訪問したことがあるが、人通りが

あったのはバスの停留所となっている場所と富岡製糸場の間の道だけで、その区間以外では開いている商

店がほとんどなかった。 
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1. 作品によって男女比は変化するが、多くは 20 代～30 代の若年層38である 

2. リピート率は非常に高く、何度も足を運んでいる人が多い 

3. リピート時には物語の舞台を訪れるという行動ではなく、地域の人との交流や滞

在そのものを楽しむ傾向がある 

4. 何度も作品の舞台を訪れる熱心な人（巡礼者）の中には、同様の目的で来訪して

いる人たちとグループを形成し、新しくその地を訪れるようになった巡礼者に対して排

他的な行動をとる場合もある 

 

場所（大都市圏から近いかどうか）にもよるが、アニメ聖地巡礼者にはリピーターが多

く、他のコンテンツと比べたときの潜在的な顧客の少なさをリピーターで補っている。「ガ

ールズ＆パンツァー」（2012 年）の舞台となった茨城県大洗町は特に熱心なリピーターが多

い39が、大洗町そのものを気に入って移住した人まで生まれている40。 

作品がヒットすることが大前提だが、アニメ聖地巡礼は大きな観光資源が存在しない地

方自治体にも来訪者を呼び込める、という点では画期的である。しかし、以下の点で問題

も多いことは留意する必要がある： 

 

1. 来訪者は 20 代～30 代中心であり、可処分所得は低い。そのため、来訪者数ほどの

経済効果が見込めない可能性が高い。 

2. 作品そのものの「寿命」があり、長くても数年で効果が途絶える。 

 

NHK 大河ドラマの舞台では可処分所得が高い中高年が比較的多いため、それなりの経済

効果が見込めるが、アニメ聖地で同程度の経済効果が出る保証はない。岐阜県の十六銀行

は 2012 年にアニメ「氷菓」の経済効果を 21 億円と発表したが、これは１）来訪者数の増

加を 10 万人と予測した上で、２）一般観光客と平均額と同額の支出した、という二重の仮

定の下での試算である。20 代の男性が主体の聖地巡礼者が中高年を含む観光客の平均額と

同額の支出を行ってるとは考え難く、この数字は聖地巡礼の経済効果を過大に見積もらせ

ている可能性がある。 

 

４ 位置情報ゲームによる地域振興 
観光資源に乏しい地方自治体にとってアニメ聖地巡礼による地域振興は魅力的だが、そ

れでも、「自分の街がヒット作の舞台となる」という幸運が必要である41。そういった幸運

                                                  
38 小山他（2015）での現地調査は主に男性向け作品のみの調査であり、「若年男性が多い」という以上の

結論を得られてないが、河野（2015）による大規模ネット調査の結果は男女ともに若年層のアニメの舞台

への関心の高さが高く、実際に足を運んだことがある（聖地巡礼したことがある）割合が高いことを示し

ている。 
39 首都圏から比較的近いためか、小山他（2015）で行った調査では大洗町の来訪回数 60 回という人も存

在した。また、大洗町のケースは、作品の題材がミリタリー系（兵器関係）のためか、他の作品の舞台（聖

地）よりも来訪者の平均年齢が高い（40，50 代も多い）という特徴がある。 
40 2016 年 9 月 10 日の日本経済新聞によると、2016 年 9 月段階で 30 人前後が移住している。地域振興策

の担当者にとって定住者の増加は最大の目標であるが、これをあっさりと実現してしまったところに「ガ

ールズ＆パンツァー」のすごさがある。 
41 アニメ聖地巡礼の成功事例が話題になったことで、近年ではアニメの製作段階から地方自治体と組んで
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さえ必要でない方法として近年注目を集めているのが、位置情報ゲーム、具体的にはポケ

モン GO による地域振興である。 

位置情報ゲームとは携帯情報端末42の取得した現在位置情報を利用したゲームの総称で

あり、フィーチャーフォン（いわゆるガラパゴス携帯）の時代から存在するサービスであ

る。フィーチャーフォンの頃から続くゲームとしては「コロニーな生活」（コロプラ、2003

年サービス開始）や「ケータイ国盗り合戦」（Mapion，2005 年サービス開始）がある。「コ

ロニーな生活」は仮想空間内の街を育てていくゲームで、ゲーム内で資源購入に使う仮想

通貨を歩いて移動した距離に応じて手に入れることができる。また、全国各地を巡ってス

タンプ帳にスタンプを押す機能がある。「ケータイ国盗り合戦」は様々な場所に出かけた際

に位置情報を確認して「国盗り」を行うことで、全 600 国の制覇を目指す、というゲーム

である。このように、位置情報ゲームには「街歩き」「遠方へのお出かけ」の両方でプレイ

ヤーに移動を促す、という特徴がある。この仕組みを用いることで、位置情報ゲームは様々

な観光振興で使われてきた。 

ポケモン GO は携帯ゲーム機で展開されてきた「ポケットモンスター」シリーズを現実

世界で遊べる形式にデザインしたものである。街に散在するポケストップを歩いて巡り、

モンスターボールやポケモンのたまごなどの様々なアイテムを集める。集めたモンスター

ボールは街中に現れるポケモンをゲットするために用いることができ、ポケモンのたまご

は歩いた距離に応じて孵化する。そうやって様々なポケモンを集めてポケモン図鑑を充実

させつつ、これまた街中に散在するジムでポケモンを戦わせたり、他のプレイヤーと協力

して強いモンスターを倒す戦い（レイドバトル）に参加したりする。 

これまでの位置情報ゲームとポケモン GO の最大の違いは、2016 年 9 月時点で 1740 万

台とインストールしたユーザー数が圧倒的に多いことに加え、出現率が低い（レアな）ポ

ケモンの出現率をコントロールすることで観光資源に乏しい（さらに言えば、全くない）

地域に熱心なプレイヤーを誘導することができる点にある。そのため、街おこし43だけでな

く、被災地復興支援活動44でもポケモン GO は注目されている。 

東日本大震災によって発生した津波で大きな被害をうけた宮城県石巻市ではレアポケモ

ンであるラプラスが登場しやすくなるというイベントを行い、1 万人が集まった45。また、

宮城県は一連の復興イベントでの石巻市への入れ込み観光客数（2016 年 11 月 11 日（金曜

日）～21 日（月曜日）までの 11 日間）を 10 万人、経済効果を 20 億円と発表している46。 

                                                                                                                                                  
「仕掛ける」ケースも出ているが、そもそもヒットする作品自体が少ないこともあって、上手くいってい

るとは言えない。 
42 通常は携帯電話を想定しているが、モバイルルーターなどでも構わない。また、厳密には位置情報ゲー

ムではないが、カプコンの「めがみめぐり」（ニンテンドー3DS，2016 年 12 月サービス開始）は SUICA
などの交通系 IC カードの履歴を 3DS に読み込ませる形で遊ぶゲームであり、プレイヤーに移動を促す点

は位置情報ゲームと同じである。 
43 サービス開始から早い段階での新聞記事としては「ポケモン「出没」盛岡でも GO！」，読売新聞朝刊、

2016 年 7 月 23 日、「「ポケモン GO」街おこしも GO―――京都市、活用へ作業部会」、朝日新聞朝刊、2016
年 8 月 31 日、などがある。 
44 「「Pokémon GO」が被災地域の観光復興を推進。Niantic ならびに東北 3 県（岩手/宮城/福島）と熊本

県が連携した取組みが発表」，4Gamer.net，2016 年 8 月 10 日，

http://www.4gamer.net/games/316/G031663/20160810020/ 
45 「ポケ GO 石巻に 1 万人集合―――県が初イベント」、朝日新聞朝刊、2016 年 11 月 13 日。 
46 「ポケモン GO 関係イベントの観光客入込数等について」，宮城県プレスリリース，
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ポケモン GO や位置情報ゲームによる地域振興はアニメ聖地巡礼による地域振興と同様

に１）特に目立つ観光資源がなくても実施することができる、だけでなく、２）街歩きを

誘発することで来訪者の滞在時間を延ばすとともに消費を誘発できる、という点で望まし

い。 

しかし、イベントでゲーム内レアアイテム（レアポケモン）を獲得することを目的とし

た来訪者が一般の観光客と同程度の消費を行うのかについては研究がない。先述した宮城

県の発表も、アニメ「氷菓」の高山市のケースと同様にそのまま信頼していいのかは疑問

が残る47。ポケモン GO のプレイヤーは中高年プレイヤーが多いという調査結果48もあり、

2～30 代の若年層中心のアニメ聖地巡礼よりは経済効果が高いとは考えられるが、こちらも

過度の期待をするのは厳しいだろう。 

 

５ ポケモン GO ユーザー調査の結果 
筆者はマルチメディア振興センターの田中・七邊両研究員との共同研究で、ポケモン GO

ユーザーへの Web アンケート（実施日 2017 年 8 月 14 日～20 日）を行った。これは現在

ポケモン GO をプレイしている 20 代・30 代・40 代・50 代・60 代以上の男女各 100 人、

計 1000 人の回答を集計したもので、現在のポケモン GO プレイヤーの縮図となっているも

のである。 

 

図 6 ポケモン GO をプレイする場所 

 

図 6 はポケモン GO をプレイする場所について 4 段階で回答してもらった結果である。

自宅周辺と回答した割合が一番多いが、他の回答（街の中心部、最寄り駅、通勤通学先）

の回答も「よくプレイする」の回答率が 2 割程度であり、様々な場所でプレイしているこ

とがわかる。とくに、「初めて訪問した場所」「ポケモンの巣」でも「よくプレイする」が 2

                                                                                                                                                  
http://www.pref.miyagi.jp/release/ho20161219-6.html 
47 井出他（2017）も、同様の点に疑問を呈している。 
48 「ポケモン GO 中高年は半数以上が継続 若年層は 7、8 割が離脱」，毎日新聞，

https://mainichi.jp/articles/20170601/dyo/00m/200/045000c 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

街の中⼼部

⾃宅周辺

最寄り駅周辺

通学・勤務先周辺

⾏きつけの場所

初めて訪問した場所

ポケモンの巣

よくプレイする 時々プレイする ほとんどない ⼀度も無い
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割程度、「時々プレイする」まで合わせると 6 割程度存在している。2017 年 8 月 9 日から

15 日まで、横浜市の各地でポケモンに関する様々なイベントが行われ、200 万人以上が参

加した49。このように、ナイアンティックとの協働が成功すればユーザーの来訪を誘発させ

ることが出来そうである。 

 

図 7 ポケモン GO プレイ時に行う経済行動 

 

街に人が訪れて賑やかになるだけでは、地域振興としては限られた効果しかない。一番

期待されている経済的な効果がどれだけ見込めるかが重要である。図 7 はポケモン GO プ

レイ時に行う購買行動についていくつか質問した結果である。消費額が少ない順に、自販

機やコンビニでの飲み物購入～カフェで休憩～レストランなどで食事～それ以外の買い物

行動、となっている。すべての項目で「よくある」は 15％～20％弱、「時々ある」まで含め

ると 50％程度と、それなりの経済効果が見込めるように見える。 

しかし、問題なのは可処分所得が高く、比較的支出額が多い 50～60 代で男女とも経済行

動をとる人の比率が低いことである。図 8 はレストランなどでの食事、図 9 は食事以外の

買い物行動についての性・年齢別集計結果である。50～60 代が他の年代よりはっきり低い

ことが見て取れる。 

ポケモン GO による地域振興は集客の点では可能性があるのは間違いない。しかし、そ

の地域を訪問してくれたとしても、経済効果がどれだけ見込めるか、については過度な期

待をするのは難しいだろう。 

 

                                                  
49 「ポケモン GO、横浜みなとみらいのイベントで 200 万人以上が 1 億 2000 万匹以上ゲット」

http://www.itmedia.co.jp/lifestyle/articles/1708/16/news060.html 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

飲み物購⼊

カフェ

⾷事

その他買い物

よくある 時々ある ほとんどない ⼀度も無い
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図 8 性・年齢別、ポケモン GO プレイ中の「レストランなどで食事をとる」割合 

 

 

図 9 性・年齢別、ポケモン GO プレイ中の「飲食以外の買い物」割合 

 

６ 最終的な着地点はどこか 
ごく一部の例外を除いて、作品がヒットしている期間は短い。工場誘致などと比べて有

効期限がごく限られているゲームやアニメを通じた地域振興の着地点はどこだろうか。 

作品そのものの寿命についてはどうしようもないが、話題となっている間に知名度を上

げ、正月や地域の祭りの際に出かける先の「定番」の位置を占め、安定した経済効果を得

る、という形になるのがある種の理想である、と考える。アニメ「花咲くいろは」（2011

年）の舞台である石川県金沢市湯涌町ではアニメ内で行われていた祭りである「ぼんぼり

祭り」を実際に行うようになったが、6 回目となる 2016 年において過去最大となる 15000

人が来訪した。 

ポケモン GO の影響はまだ未知数だが、アニメ聖地巡礼で注目された街は、放送によっ
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男性50代

男性60才以上
⼥性20代
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よくある 時々ある ほとんどない ⼀度も無い
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男性20代
男性30代
男性40代
男性50代

男性60才以上
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⼥性60才以上
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て得た知名度を生かし、放送直後のブームの熱を上手に「ソフトランディング」させるこ

とで、祭りなどの特定の日だけではあるが地域に安定した来訪者を得ることができる。こ

れが地域を存続させるために十分な経済効果が得られるかは不明である。しかし、地域の

アイデンティティは強化されるだろう。 

冒頭で触れた増田（2014）は、これからも出生率が日本一低い東京への一極集中が続く

のは望ましくないが、現状のまま地方で過疎化が進展してゆくことも望ましいとは考えて

いない。地方の中核都市は経済面・居住空間の点で過ごしやすく、出生率を比較的高く保

つことが可能であるため、そういった地方の中核都市に過疎化した地域の住民を集めるこ

とでインフラ維持費用を抑えて生活水準の維持を可能にすることを目指す「撤退戦」を主

張している。地方の中核都市は 1 つとは限らず、「どの都市に撤退させるか」を巡って「衰

退しつつある地方自治体間の住民獲得競争」が起こるのは想像に難くない。その中で、ア

ニメ聖地巡礼を契機として地域のアイデンティティを強化した地方自治体が予想外に有力

な候補となる、という可能性もないわけではない。 
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第３章 ヘルシンキ・ゲーム・ファクトリー――創造産業の政策立案にアンダ

ーグラウンドの活動がいかに貢献し得るかに関するケーススタディ 
 

０ 概要 
本論文は、ヘルシンキ・ゲーム・ファクトリー（HGF）に関するケーススタディに重点

を置くものである。HGF はフィンランドのヘルシンキにおける草の根レベルの取組みであ

る。これはヘルシンキのゲーム産業エコシステムを発展させることと、外部アクター向け

の紹介の場として貢献することを目指している。本研究のデータは、産業の構造的な力学

をよりよく理解するために 2 つの時期に収集した。１つ目のデータはエコシステムのビジ

ュアル化を通して収集し、2 つ目は HGF に関するケーススタディに重点を置いている。研

究の結果は、草の根レベルの取組みが成果を出すためには、5 つの要因と、実務家と政策立

案者の間の力学を考慮するべきであることを示唆している。このことに基づいて、本研究

の結果は、政策立案者と実務家のそれぞれに次のような示唆をもたらす。政策立案者は、

財政的支援を提供することに加えて、ゲーム産業の成長に役立つ構造改革も後押しできる。

また実務家は、公的部門との協力が不可欠な産業界全体の取組みを計画する時に、ベスト

プラクティスを共有し様々な力を結集するべきである。 

 

キーワード：ゲーム産業、アンダーグラウンド、コミュニティ構築、政策立案、創造産業 

 

１ はじめに 

 過去 10 年の間に、フィンランドのゲーム産業は世界のゲーム産業全体の中で主要なプレ

イヤーの一つになった。最初はホビイスト（hobbyist）の活動として始まったものが、現在

では成長産業へと成熟し、フィンランドの経済のみならず文化的シーンにも貢献している。

今日まで、ゲーム産業は概ね有機的（organically）に、公的部門からの意図的介入をあま

り受けることなく成長してきた。しかし、この産業が将来も発展し続けるためにはより集

中的な取組みが必要である、という意見に向かうかすかな兆しがあった。ヒット志向の産

業では、制度的仕組みが 1 位にならない企業を支援することを保証することが重要である。

言いかえれば、すべてのゲームが次の『アングリーバード（Angry Birds）』にはなり得な

いが、才能のある個人が、たとえ自分たちのゲームが 1 位になれないかもしれない場合で

も、好きなことを続けられるようにいかに産業が保証するか［ということが重要である］。

この観点から、草の根と公的部門の相互作用は、前者がしばしば新たなイノベーションの

源泉と見なされ、後者がそのイノベーションを支援・育成する時に興味深いものになる。 

 そのような草の根レベルのイノベーションの例が、ヘルシンキ・ゲーム・ファクトリー

（HGF）プロジェクトである。これは同時に、ゲーム制作会社のための物理的空間であり、

フィンランドのゲーム産業全般にとっての窓でもある。このプロジェクト自体は 2016 年に

José Jácome 氏によって企画され、今後 6～12 か月の間に開始される予定である。本論文

で私は、HGF プロジェクトを実現するために何が必要か、また公的部門が本プロジェクト

を支援するために何ができるかを理解するため、政策立案（policy-making50）の観点から

                                                  
50 訳注）policy-making は、日本語では「政策立案」あるいは「政策決定」と訳される。本稿では、HGF



29 
 

HGF について考察する。 

 論文自体は以下のように構成されている。まず、フィンランドのゲーム産業の簡単な歴

史を述べ、それがどこから発生したかについて理解を深める。その後、本論文の調査設計

について詳しく述べる。これを元に、調査結果を提示・議論し、それらに基いて政策立案

者への示唆を提出する。最後に結論を述べて本論文を終える。 

 

２ フィンランドのゲーム産業の歴史 

ここでの目的は、フィンランドのゲーム産業の歴史全体を扱うことではまったくなく51、

ヘルシンキがグローバルな文脈の下で現代の主要な中心地の一つと認められるのに大きく

貢献した関係者（actor）と出来事に注目することである。自社端末向けゲームを下請に制

作させることでゲーム産業を大きく発展させたのは、かつて世界最大の移動電話メーカー

だったノキアである。しかし、1990 年代前半に驚異的なグラフィックやデモを創るために

コンピュータで実験を始めたホビイストやマニアなしではゲーム産業はあり得なかっただ

ろう。これらのホビイストはよくオンラインフォーラムやオフラインミーティングに集ま

った（たとえば、1992 年に Kauniainen で初めて開催されたアセンブリ（Assembly）は世

界の主なデモパーティーの一つである）。彼らの交流は、協力、友好的な競争、知識共有に

よってもっぱら特徴づけられていた。より大きなホビイストコミュニティでは、人々は協

力してデモを作るために、より小さなグループを普通形成した。これらのグループのうち、

多分最も有名なグループの一つは「フューチャークルー（Future Crew）」と呼ばれていた。

フューチャークルーは元々は 1980 年代半ばにすでに形成されており、1990 年代にそのメ

ンバーの多くがゲーム会社を設立した。 

 そうした草の根レベルの活動家の革新的・経済的な潜在的力は、先行研究（Cohendet 他 

2010）で認められてきたが、フィンランドのゲーム産業以外の人々がこの産業を真剣に考

え始めたのは、ロヴィオ（Rovio）の『アングリーバード』（2009 年 12 月）が配信されて

から後のことにすぎない。2009 年より以前には、顕著なサクセスストーリー（『マックスペ

イン（Max Payne）』『フラットアウト（FlatOut）』『スーパースターダスト HD（Super 

Stardust HD）』）はあったものの、制度による支援（公的資金、ベンチャーキャピタル、流

通経路）や世界市場への接近手段なしでは、単発的な成功を上回る何かを生み出すことは

困難だった。しかし、デジタル流通やスマート端末は状況を一変させ、『アングリーバード』

の成功は、他のゲーム制作会社に刺激を与える事例となっただけでなく、より幅広いオー

ディエンスにフィンランドのゲーム産業が持つ潜在的力を意識させることにもなった。 

Neogames（2017）によれば、フィンランドのゲーム産業で働く人の数は 2015 年には約

2,700 人であった。2008 年はわずか 1,147 人であったことを考えると、目覚ましい成長で

ある。これは一部にはレメディ（Remedy）、ロヴィオ（Rovio）、スーパーセル（Supercell）

など、より大手の企業からの波及効果により可能となった。というのも、これらの会社の

従業員の一部が、より組織化された会社から学んだ後、自分たちのゲームスタジオを設立

することを決めたからである。この産業の課題の一つは、上級専門職が不足していること

                                                                                                                                                  
などの草の根レベルの取組みが、ヘルシンキ市のゲーム産業振興策の立案にどう関わったかが主に考察さ

れるため、「政策立案」と訳した。 
51 より詳細な説明は Kuorikoski(2015)を参照。 
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であった。それはおそらく、フィンランドの高等教育機関がゲーム産業の専門家を少数し

か育成していないことが大きい。そして、ヘルシンキ・ゲーム・ファクトリー・プロジェ

クトもこの課題を認識してきた。というのは、同プロジェクトの目的の一つは、近隣諸国

からヘルシンキに優秀な人材を誘致することだからである。 

 結論として、フィンランドのゲーム産業は、1980 年代に最初のホビイストたちがその取

組みを始めてから有機的に成長してきた。そして今やそれはより組織化され、認知されて

いるが、新たな課題に直面している。他方、企業はフィンランド国内外の双方で有能な人

材にアクセスできるようにする必要があるが、その一方で、フィンランドが世界において

主要で先見の明のあるゲーム産業の中心地の一つという地位を確立するための行動も求め

られている。前者の課題が組織の力学により関連しているのに対し、後者はより政策立案

や制度的活動に関するものである。また、こうした課題はそれ自体、ゲーム産業に埋め込

まれている当事者にはおそらくより理解しにくいものであり、それが私が本論文でこの側

面に取り組む理由である。 

 

３ 方法：ゲーム産業に対するマクロ・ミクロの視点 

 本論文は、２つの異なる時点のデータをまとめる。第一段階では、ヘルシンキ（フィン

ランド）、ロサンジェルス（米国）、東京（日本）の音楽およびゲーム産業に着目した FLUID

研究プロジェクト（2012～2014）の間にデータを収集した。FLUID は、Tekes（フィンラ

ンド技術庁）が出資し、アールト（Aalto）大学の学際的な修士プログラムである国際デザ

インビジネスマネジメント（IDBM52）の 6 名の研究者のチームによって実施された。私の

サブプロジェクトはゲーム産業のエコシステムを対象とし、ヘルシンキと東京の 30 名以上

のゲーム産業の専門家にインタビューし、それらの人々に産業のエコシステムをビジュア

ル化するよう依頼した53。本論文では、ヘルシンキ地域のエコシステムについての図に注目

する。下記はある図の例である（図 10）。 

こうした図は、ヘルシンキ・ゲーム・ファクトリーが埋め込まれている制度的環境を明

らかにしている。このようなものなので、これらの図の目的はエコシステムの唯一の真実

を明らかにすることを目指すことではなく、産業内の当事者（actor）の多様性を強調する

ことである。より専門的な次元では、図は各回答者へのインタビューの後に描かれた。私

は彼らに同じ質問、つまり「ヘルシンキのゲーム産業のエコシステムを、あなたの視点か

ら描いてもらえますか？」という質問を行い、回答者全員がこの作業を実施した。下記の

表は、回答者全員とその組織・役割のリストである（表 5）。 

 

                                                  
52 www.idbm.fi 
53 エコシステムの図に関するより全体的な分析は、以前に Lehtonen（2014）で発表した。 



31 
 

 
図 10 回答者 O が描いたエコシステム 

 

表 5 エコシステムの図を作成した回答者一覧 

回答者 所属 役職 図の作成日 

回答者 A ゲーム会社 COO（最高執行責任者） 12 年 10 月 18 日 

回答者 B ゲーム会社 CEO（最高経営責任者） 12 年 11 月 26 日 

回答者 C ゲーム会社 
CMO（最高マーケティン

グ責任者） 
12 年 11 月 28 日 

回答者 D ゲーム会社 
クリエイティブディレク

ター 
12 年 12 月 4 日 

回答者 E 同業者団体 議長 12 年 12 月 4 日 

回答者 F メディア会社 ジャーナリスト 12 年 12 月 10 日 

回答者 G フリーランサー フリーランサー 13 年 1 月 9 日 

回答者 H ゲーム会社 
クリエイティブディレク

ター 
13 年 1 月 29 日 

回答者 I ゲーム会社 
フリーランスコンサルタ

ント 
13 年 1 月 30 日 

回答者 J ゲーム会社 共同創立者 13 年 5 月 23 日 

回答者 K ゲーム会社 
マーケティングディレク

ター 
13 年 1 月 12 日 

回答者 L コンサルティング会社 プログラムディレクター 13 年 1 月 13 日 

回答者 M ゲーム会社 CEO（最高経営責任者） 13 年 8 月 7 日 

回答者 N ゲーム会社 共同創立者 13 年 8 月 9 日 

回答者 O 同業者団体 議長 13 年 8 月 28 日 
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回答者 P ゲーム会社 
CEO（最高経営責任者）、

創立者 
13 年 8 月 28 日 

回答者 Q 公的機関 上級顧問 13 年 12 月 3 日 

回答者 R 公的機関 大学講師 13 年 12 月 4 日 

回答者 S 公的機関 革新技術開発 13 年 12 月 5 日 

回答者 T ゲーム会社 自費出版部門長 13 年 12 月 10 日 

 

上の表が示すように、これらの図は 2012～2013 年に収集したものであり、それ自体、本

論文後半のデータ収集段階のための一時的なつなぎ役として役立っている。この考え方に

基づいて、これらの図はヘルシンキのゲーム産業が 4～5 年前にいた場所のスナップ写真を

表すとともに、エコシステムが向かった方向についての洞察も与えてくれる。 

本研究の第二段階で、私は 2017 年の春から夏にかけて、ヘルシンキ・ゲーム・ファクト

リーに関するケーススタディ（Eisenhardt 1989）を実施した。私はこの取組みを支えるキ

ーパーソンであるJosé Jácome氏にインタビューを行うとともに、実際の施設を数回訪れ、

その場所についてさらなる洞察を得た。創造産業に関する先行研究（Cohendet 他 2010; 

Drake 2003）は、交流、協力、イノベーションにおける物理的空間の重要性を強調してき

た。このことが、ヘルシンキ・ゲーム・ファクトリーを、ヘルシンキ中心部の古い病院施

設内にあるテクノロジー起業コミュニティのマリア 01（Maria 01）に置くと決定した要因

をよく理解したいと私が考えた理由である。 

 総括すると、本研究のために収集されたデータは２つの時期が対象であり（2012～2013

年および 2017 年）、ヘルシンキ・ゲーム・ファクトリーおよびゲーム業界全般に関するイ

ンタビュー、図、見解も同様である。次章では、データ収集過程で浮上した調査結果につ

いて述べる。 

 

４ 結果と考察 

 上述の通り、フィンランドのゲーム産業の多くは有機的に成長した。そのことは、産業

を支援する地方政府と国家による（肯定的な意味での）介入が、様々な成功を収めてきた

ことを意味している。エコシステムのビジュアル化に基づいて、この公的介入の欠如がよ

り明確にさえなる。たとえば次のビジュアル化を検討してみよう（図 11、12）。 

 一番目の図（図 11）はまさにゲーム会社に出資する公的機関の一つである Tekes を描い

ているが、それを除けば、支援関係者の姿はどこにも見当たらない。ただし、ゲーム産業

は他の関係者を無視していると早合点すべきではないが、政策立案の観点からは、未来の

競争力を維持するためにゲーム産業がどのような取組みを必要としているかを明らかにす

ることに焦点を絞るべきである。そのような事例の一つがヘルシンキ・ゲーム・ファクト

リーであろう。 
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図 11 回答者 P が描いたエコシステム 

 

 
図 12 回答者 F が描いたエコシステム 
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 ヘルシンキ・ゲーム・ファクトリーにゴーサインが出た理由は、セレンディピティ［思

いがけないものを偶然発見すること、及びその能力］と制度的状況の変化の組み合わせで

ある。HGF の創立者の一人である Jácome 氏は以下のように説明している。 

 

実は、以前、ヘルシンキでゲーム産業のクラスターを創設しようと試みた、これ［HGF］

に似た他の 2 つの取組みが存在したんです。それらは両方とも失敗に終わりました。ア

イデアが大きく異なっていたからではなく、タイミングが適当でなかった。だから、私

の功績は基本的に、適切な時に適切な場所で、適切な人々とただ巡り合ったということ

です。 

 

これに加えて、このような取組みに資源を提供できることも重要である。私は先行する

試みの一つと緩く関わっており、そのチームは産業の多様な専門家で構成されていたもの

の、最後は計画を実現する十分な時間がなかった。これは、Jácome 氏が HGF 計画につい

て述べたことと一致している。業界のベテランたちは皆このプロジェクトを援助・支援し

たいと願っている。そして今、この計画に情熱を感じ、かつそれに全力を傾ける時間があ

る誰かがいるので、ものごとが前進している。 

しかし、それは単にセレンディピティの問題であると主張することは、HGF プロジェク

トを推進している人々を正当に評価することにならないだろう。それ［セレンディピティ］

に加えて、この種の取組みが成功するか否かについて、以下の要素が重要であることがわ

かった。 

 

・姿勢（Mindset） 

・ビジネスモデルと継続性 

・ロビー活動 

・メタファーと意味づけ 

 

第一に、この状況における姿勢は、産業全体ならびに HGF プロジェクトを推進する人々

に関係する。言いかえれば、ゲーム産業が自己を再構築しようとするなら、エコシステム

の様々な次元や局面の関係者（Cohendet 他 2010）は新たな参加者に開かれていなければ

ならない。このことは、Jácome 氏および他の産業専門家がフィンランドのゲーム産業をコ

ミュニティと述べる方法に合致している。そして Jácome 氏によれば、この開放性の感覚は

相互学習につながる。 

 

私はそれら（ゲーム会社）のいくつかを回り、そこの方々とお会いしました。彼らは

こんな感じでした。「もちろんやろうよ。君たちがそれをヘルシンキでやって、業界全体

を宣伝し、業界を結びつけ、コミュニティを作ることに全力を傾けるなら、私たちも全

面的にやるよ…起きることは、君たちが学んだことを今度は使えるということさ」 

 

上で述べられている学習という点は、ゲーム産業の専門家がローカルなコミュニティを

作る理由の一つを明らかにするので重要である。HGF のようなプロジェクトを創ることは、
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ゲーム産業の専門家が必ずしも持っていないであろうスキルや能力を必要とするので、ベ

ストプラクティスを共有しそのスキルを教えることは、フィンランドの産業の全体的な福

祉（wellbeing）に貢献する。 

 第二に、エコシステムへの新たな参加者を正当と認める上で重要な点は、それらの参加

者のビジネスモデルが持続的であることと公的資金から独立していることを保証すること

である。たとえば、補助金付き賃貸料という形式での初期投資は、活動の開始を後押しす

るために必要であるが、HGF が公的資金によって維持されることは考えられていない。

HGF の運営方法は、ゲーム会社に（ヘルシンキ市が所有する空間を賃貸することによって

可能になる）手頃な賃貸料を課し、その賃貸料から HGF が自らの経費を賄うための少額の

取り分を受け取ることである。Jácome 氏の説明によれば、その取り分は共同基金に入金さ

れ、その空間に拠点を置くゲーム会社への支援サービスの提供とマーケティング費用や通

信費の支払いに充てられる。 

 上記の説明で明らかな通り、HGF の目的は、大きな利益を上げることではなく、現時点

の資源の活用方法を再検討することで産業全体に恩恵をもたらすサービスを提供すること

である。ヘルシンキ市の観点からは、このモデルによって使われていない建物を活用する

ことが可能となる。一方、ゲーム会社にとっては、力を結集する機会や、各社がばらばら

に実行するなら得られないかもしれない諸資源を利用する機会が、このモデルによって創

り出されている。ただし、市から承認を得るためには相当なロビー活動が必要である。 

第三に、HGF の運営方法は伝統的なビジネスの論理からはいくぶん逸脱しているため、

HGF がいかに市の福祉に貢献するかを市の職員に示すため、また、そのような取組みに対

する［市の］対処法に関するガイドラインの作成に参加するため、HGF はロビー活動を行

う必要がある。Jácome 氏が下記で示す通り、そのような官僚制的複雑さに対応する多くの

戦術がある。 

 

…台本にない何かが起こると、人々はどのように反応していいか分からず、いつもの

無反応になる。ここで私は外国人という切り札を、最大限活用します。2 枚の外国人の切

り札を持っていますから…（尋ねて）「どうすればできますか？ 誰ができますか？」そ

して私はただ押し続けます。そうやって私はついに私たち自身の役人にこれを行わせた

のです。 

 

ロビー活動には多様な意味合いがあるが、ここでは肯定的な意味に理解されるべきだ。

すなわち、政策立案者にゲーム産業を知ってもらうためのロビー活動であり、他の産業を

軽視させるためではない。この種の反応促進的レトリックは、フィンランドにおけるゲー

ム産業に対する過去の姿勢とはかけ離れている。フィンランドでは、ゲーム産業支援のた

めに利益団体が政府に資金の増額を求めていた。しかし、産業関係者はゲーム産業の未来

をどこに見るかについて明確なビジョンを持っていないため、ゲームに対する公的支出の

増額は存続可能な活動指針ではないように思われる。継続的な公的資金提供への依存を目

指さない具体的な取組みが、官民両組織からより多くの支援を得られるように思えるのは

そのためである。 

 最後に、上述した洞察の一種の包括的要素として、HGF プロジェクトを理解するために
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メタファーを用いることは、2 つの理由で極めて重要である。第一に、メタファーはゲーム

分野の他の関係者との関連の中で HGF を位置づけるのに役立つ。そして第二に、外部のオ

ーディエンスに対し、HGF は何であり何をするかを伝える。特に、新しい産業や関係者の

場合、メタファーを使って理解可能な物語を創ることはきわめて説得的である。 

 

大使館を作ることは、言わば、宣伝し話すこと、そしてある意味マーケティングです。

そして、すべてのものが文化的輸出品を生み出します。それがその一側面なのです。だ

から、ヘルシンキ・ゲーム・ファクトリーは、ある種のゲームの集合体、ゲームスタジ

オの自己組織的な集合体と考えられます。…彼らは共に資源を共同管理できます。何に

投資すべきだろうか、というように。 

 

さらに、Jácome 氏は、HGF を、ジャーナリストや産業の専門家、その他の人々が、フ

ィンランドのゲーム産業により注目するよう惹きつける一種の避雷針であるとも語ってい

る。同氏によれば、フィンランドのゲーム産業は、ジャーナリストが書けるであろう興味

深い話に満ちている。HGF の目的が最新のイベントやゲーム産業の人々を紹介することで

もあるのはそのためである。ロヴィオ（Rovio）、スーパーセル（Supercell）、フロッグマイ

ンド（Frogmind）などのサクセスストーリーもまた、避雷針の役目を果たしていると述べ

たが、これらの事例においては、これらの会社が発売したゲームや、ゲームの開発方法に

たいてい注目が集まる。だから、最も良く知られている会社から視野を広げることは、HGF

のようなアクターが行えることである。なぜなら彼らの役割は単独の当事者を宣伝するこ

とではなく、興味深い現象を紹介することだからである。 

 結論として、新しい産業レベルの取組みの成功は、セレンディピティを含むが、それら

の取組みの成功を保証するにあたって重要な役割を果たす 4 要素について私は上で論じて

きた。大まかに言えば、これらの要素は戦略、運営、コミュニケーションという次元を重

視している。いかなる新しい取組みも、産業の全体的な軌道やビジョンと明確に結びつい

ているべきであり、ビジネスモデルは公的資金からの独立を促すように設計されるべきで

あり、最後にはオーディエンスがその取組みと結びつくことができるように、それが伝え

られるべきである。本論文を執筆している現在、HGF の物語はまだ展開中であり、彼らの

目標は今後 6～12 か月の間に運営を開始することである。運営が開始されれば、その影響

を測定することが不可欠になるだろう。そのことが HGF の存在を正当化するのみならず、

フィンランドや海外の他の当事者が同様の取組みをいかに開始できるかに関する洞察を生

むことにもなるからである。 

 

５ 政策立案への示唆 

 それぞれの制度的状況は異なるものの、上で論じた知見は、他の都市にとっても思考の

糧となり得るものだろう。HGF の状況における政策立案の基本枠組みは、共同設計に大き

く重点を置いている。つまり、新しいアイデアを押し出すことで、市にその法律や慣習、

規則を再検討する機会を提供している。市が使用していない建物の一つにゲーム制作者の

コミュニティを設立するというアイデアを思いついたのは、市の役人ではなく、タイムリ

ーで必要なアイデアを推進するために過去に自分が行った都市計画の経験を活用したホビ
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イストだった。この観点から、創造産業を扱う政策は、実務家が考え行動する十分な余地

があるように緩くするべきである。ゲーム産業は急速に変化しているだけでなく、産業特

有の膨大な量の知識も必要とする。そのため政策立案者は、枠組みを創ることと、創造産

業の様々な部門間の相互作用を保証することに重点を置くべきである。 

とは言え、産業の特殊ニーズに対応する政策を立てることは重要であるものの、どのよ

うな政策が様々な産業間の境界を超えるかを一歩下がって見ることもまた意義のあること

である。Jácome 氏はインタビューで、ゲーム会社は他分野のスタートアップとはある程度

異なることを正しく指摘した。類似性が、これらの会社が自分たちの相違点に関する実り

ある議論に参加することを可能にする共通の地盤や言語を形成する（Clark 2009）一方で、

認識するべきはまさにこれらの相違点である。あらゆる産業のスタートアップや他の小規

模企業は、創業者のビジョンの上に成り立っているという意味で類似しており、大抵同じ

ような経営、運営、戦術の課題に直面する。しかし、産業特有の基準、制度、規則はそれ

らの企業を分離させる。創造産業に関する政策立案が、取組みの支援に重点を置くべきな

のは、そのためである。どうすれば私たちはスタートアップが海外から容易に人を採用で

きるようにできるだろうか。 

 

６ 結論 

 本論文で、私はフィンランドのゲーム産業の発展を目指す草の根レベルの取組みである

ヘルシンキ・ゲーム・ファクトリーについて、主にコミュニティ構築と政策立案の観点か

ら論じた。二つのデータ収集時点と段階に基づいて記述することで、フィンランドのゲー

ム産業で新しい取組みが発生する過程と要因を解明しようとした。また、ここでの研究結

果は、ある程度、他の創造産業や世界中の他の都市にも適用できる。 

 フィンランドのゲーム産業はゆっくりと成熟しており、コンピュータで遊ぶホビイスト

のばらばらのグループとして始まったものは、フィンランド経済に貢献するだけでなく、

フィンランドのデザインや文化的なものを世界レベルで推進もする産業になってきている。

ゲーム産業の重要性はフィンランド政府からも認められており、たとえば Tekes は、その

多様な資金提供の仕組みを通じて、多くのゲーム制作会社を財政的に押し上げた。そして

これらの公的資金は、［ゲーム会社の］納税によって大きな利ざや（margin）と共に払い戻

された。政府はゲーム産業に対する財政支援を熱心に行ってきたが、国および地方政府が

これらの会社を育成する方法は他にもある。本論文では、HGF のケーススタディを通じて、

この政策立案者と実務家の相互作用に注目した。 

 結論として、HGFのような取組みが始動するためには、押すこと（push）と引くこと（pull）

の両方が求められる。最初のビジョンを作るための産業からのプッシュと、そのような草

の根レベルの取組みを正当化できる市側の適切な人々は誰であるかを推測するための政策

立案者からのプルである。しかし、大きな絵はこれよりも多様であることに注目するべき

である。市の職員は実務家に仕える者としてだけでなく、創造産業を支援する革新的な政

策や規則を導入する力を持つ者としても見なされるべきである。こうして、HGF の物語が

展開するにつれて、次の段階として、世界中の同様の取組みを、また様々な地方政府レベ

ルや国家レベルの政策が創造産業をいかに妨害あるいは支援しているかを研究することは

価値のあることだろう。 



38 
 

 

文献 

Cohendet, P., Grandadam, D. & Simon, L. (2010). ”The Anatomy of the Creative City”, 

Industry and Innovation, 17 (1): 91-111. 

Clark, H. H. (2009). Using language. Cambridge: Cambridge University Press. 

Eisenhardt, K. M. (1989). “Building Theories from Case Study Research”, The Academy  
of Management Review, 14 (4): 532-550. 

Kuorikoski, J. (2015). Finnish Video Games: A History and Catalog. Jefferson, NC:  

McFarland.  

Lehtonen, M. J. (2014). “The ecosystem is dead; long live the ecosystem”, in Karjalainen,  

T-M., Lehtonen, M. J. & Niipola, J. (Eds.) The Playing Finn, pp. 79-120. Helsinki:  

Talentum. 

Neogames (2017). Finnish Game Industry 2016 Report. Tampere: Neogames. Accessed  

on 11 July 2017 

(http://www.neogames.fi/wp-content/uploads/2017/04/Finnish-Game-Industry-Report- 

2016_web_070529.pdf). 
 

  



39 
 

終章 総括と展望 
 

１ 総括 
序章で論述した通り、本報告の考察対象は、アニメ・ゲームと地域の間にある相互作用

である。第 1・2 章では日本におけるアニメ・ゲームと地域の関係、第 3 章ではフィンラン

ドにおけるこれらの関係を考察し、これまで産業や観光がそれほど盛んではなかった地域

で、アニメ・ゲーム産業や新しい観光形態が成立・発展している要因を説明した。さらに、

それらが生み出している制度などを解説した。 

第 1 章では、東京にアニメ・ゲーム制作会社が集中してきた要因と、東京以外の地域で

これらを行う会社が活躍するようになった要因を分析した。まず、アニメ産業については、

1963 年のテレビアニメ開始以降、制作量と必要労働力の不安定さ、高品質の映像が求めら

れなかったこと、業務委託契約の好条件などのため、複数の会社がアニメ制作工程の一部

を担当する分業体制が構築された。また、このような分業の結果、移動や物流の時間の節

約、人的つながりの生じやすさ、大手会社・現像所・テレビのキー局が東京に立地してい

たことなどのため、アニメ制作会社が東京に集中した。 

しかし近年では、ICT の普及や人材育成・確保の必要により、東京以外の地域でアニメ

を制作する会社が増加している。こうした企業のうち、本論文では、京都アニメーション

（京都）やピーエーワークス（富山）のように、人材の長期育成によりノウハウや人間関

係を自社に蓄積すると共に、高品質の映像やクリエイターを大切にする社員制度によって

ブランドイメージを高め、業績も伸ばしているアニメ制作会社の強みや戦略を分析した。

また、産学官連携によるアニメ制作と地域活性化を目指す備中高梁まちづくり研究所（岡

山）を紹介した。 

ゲーム産業については、福岡での取組みを説明した。福岡ではゲーム会社の認知度が低

く、人材が九州・福岡から東京に流出していたが、2000 年代前半からゲーム制作会社が業

界団体「GFF」を設立し、九州・福岡をアピールするようになった。さらに、GFF、九州

大学、福岡市が産学官連携組織「福岡ゲーム産業振興機構」を設立し、人材育成・確保や

ゲーム制作会社のイメージ向上などに共同で取り組んできた。この結果、優れた人材・企

業が同地に集まり、国内外で注目を集める作品が登場していている。本報告書では、企業

単独の取組みではない産業・大学・行政の有機的なつながりが、福岡のゲーム産業と地域

の活性化の要因であることを明らかにした。 

京都、富山、岡山、福岡で作られた人材育成・確保や広報活動のための制度（アニメ制

作における社員制度、アニメ・ゲーム制作における産学官連携体制など）は、各地域にお

けるアニメ・ゲーム制作を容易にしていた。さらに、地域の経済を活性化したり、東京中

心で形成されてきた伝統的慣行・制度（アニメ産業における分業と業務委託契約、ゲーム

産業における産と官学の連携の不在）に再考を促すものともなっている。 

 次に第 2 章では、日本においてアニメ・ゲームによって生まれた新しい観光形態を説明

した。日本の地方経済が疲弊する中、数少ない地域振興の手段の一つとして注目されてい

るのが「観光」である。本章では、地域を舞台にしたアニメや「ポケモン GO」のような位

置情報ゲームが、ありふれた風景を観光資源に変える現象と、これが実際にもたらす様々

な経済的・社会的効果を分析した。 
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 「アニメの作品中に登場する場所を訪ねる」という形態の観光（ツーリズム）は、「アニ

メ聖地巡礼」と呼ばれている。アニメ聖地巡礼が社会的に認知されるきっかけとなったの

は、2007 年の『らき☆すた』である。このアニメ作品の舞台である埼玉県鷲宮町の商工会

議所のメンバーは、現地に訪れた聖地巡礼者とのコミュニケーションを通して、これらの

人びとのニーズの把握に努め、後に他の地域でも標準的に採用されるようになるビジネス

モデルを構築した。それは、「ごく一部の商業関係者だけでなく、自治体も巻き込んだ地域

ぐるみの活動にする」「版権元と協力して、新規の商材を用意する」「来訪者向けサービス

を充実させる」「定期的にイベントを実施してリピーターを生み出す」「街歩きイベントで、

街全体に愛着を持ってもらう」という 5 要素から構成されている。アニメ聖地巡礼には、

リピーターが多く潜在的顧客の少なさを補うという特徴があるが、経済的視点から見ると、

この観光形態には「若者中心で可処分所得が低く、来訪者ほどの経済効果が見込めない可

能性が高い」「作品自体の寿命がある」という問題もある。 

アニメ聖地巡礼には、「自分の街がヒット作の舞台となる」という幸運が必要であるが、

そうした幸運さえ必要でない方法として近年注目を集めているのが、携帯情報端末の取得

した現在位置情報を利用する「位置情報ゲーム」、具体的には『ポケモン GO』による地域

振興である。このゲームでは出現率が低いモンスター（ポケモン）の出現率が操作できる

ため、観光資源に乏しい地域にプレイヤーを誘導することが可能である。 

『ポケモン GO』の経済効果の調査によれば、プレイ時の購買行動については、「自販機

やコンビニでの飲み物購入」「カフェで休憩」「レストランなどで食事」「それ以外の買い物

行動」という全項目で「よくある」「時々ある」という回答が 50％程度あり、それなりの経

済効果があるようであった。しかし、可処分所得や支出額が高い 50～60 代で男女とも経済

行動を取る人の比率は少なく、『ポケモン GO』による経済効果に過度な期待をするのは難

しい。 

以上の分析から、工場誘致などと比べて有効期限がごく限られているアニメやゲームに

よる地域振興で、地域を存続させるだけの十分な経済効果を得られるかは不明である。た

だ、これら（特にアニメ聖地巡礼）は、地域アイデンティティを強化するものであり、今

後過疎化が進展することが予想される地方で、どの中核都市に住民を集中させるかを考え

る際に、アニメやゲームによる地域振興で地域アイデンティティを強化した地方自治体が

有力候補となる可能性がある。 

第 1・2 章が国内の産業・観光事例を分析するものであるのに対し、第 3 章は、海外の事

例として、フィンランドのヘルシンキのゲーム産業の成立・発展要因と、現在の新しい取

組みを分析した。1980 年代以降のヘルシンキのゲーム産業の発展要因には、自社端末向け

ゲームを下請けに制作させた、かつて世界最大の移動電話メーカーであったノキアや、グ

ラフィックやデモを制作するためにコンピュータで実験し始めた草の根のホビイストやマ

ニアの存在がある。しかし、フィンランドのゲーム産業が注目され始めたのは、2009 年に

ロヴィオが iPhone 向けに配信した『アングリーバード』以降であった。それまでもフィン

ランド初のヒット作はいくつかあったが、行政やベンチャーキャピタルによる支援等がな

ければ、持続的成功は困難だった。しかし、デジタル流通やスマート端末は状況を一変さ

せ、ロヴィオやスーパーセルなどの大企業で働いた従業員の一部は自らのゲームスタジオ

を設立した。 
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フィンランドのゲーム産業は、人材獲得や認知のさらなる確立のような新たな課題にも

直面している。政策立案の観点からは、競争力維持のためにゲーム産業が公的機関にどの

ような取組みを必要としているかを明らかにする必要がある。本章では、ヘルシンキ・ゲ

ーム・ファクトリー（HGF）プロジェクトという草の根レベルの新しい取組みを取り上げ、

この取組みの意義とこれが成功するための条件を分析した。 

HGF は、2016 年に企画され、2017～2018 年に開始予定のプロジェクトで、ヘルシンキ

市が所有する古い病院施設を借り、ここをゲーム会社に手頃な賃貸料で貸す取組みである。

HGF は、ゲーム会社の賃貸料から経費を賄うための少額の取り分を受け取り、そこからゲ

ーム会社への支援サービスを提供しマーケティング・通信費を払う。HGF の目的は、大き

な利益を上げることではなく、資源の活用方法を再検討することで産業に貢献するサービ

スを提供することである。市は使用していない建物の活用が可能になり、ゲーム会社は他

社との協力や単独で実行するなら得られないかもしれない資源を利用する機会を得る。

HGF はゲーム会社の力の結集の機会を提供するだけでなく、フィンランドのゲームやゲー

ム産業を国内外に披露する場ともなっている。 

フィンランドでは政府がゲーム産業に財政支援を熱心に行ってきたが、国と地方政府が

ゲーム会社を育成する方法は他にもある。HGF は、草の根と市職員による共同的取組みで

あり、新しい産業振興の方法である。HGF のような取組みが成功するためには、取組みの

担い手に「セレンディピティ」「（オープンな）姿勢」「ビジネスモデルと継続性」「ロビー

活動」「メタファーと意味づけ」という要素が必要である。また、草の根レベルの働きかけ

と、そのような働きかけを自治体の誰が正当化できるかを推測できるようにする政策立案

側の受け入れ態勢が必要である。さらに、市職員を創造産業を支援する革新的政策・規則

を導入する力を持つ者と見ることが必要である。そして次の段階として、様々な地域の国

や地方政府が、創造産業をいかに支援・阻害しているかを研究することが重要である。 

 

２ 展望 
２－１ 地域活性化の条件：資源の特定・結集・拡大 
本報告書の 3 章は、京都・富山・岡山・福岡・埼玉・ヘルシンキなどの地域におけるア

ニメ・ゲーム産業や、アニメ・ゲームによる観光振興の事例を分析したものである。これ

らはそれぞれの地域のケーススタディとして読むことができるが、ここではこれらの事例

の総合・比較を通して、アニメ・ゲームと地域の相互作用について、より具体的には、あ

る地域でアニメ・ゲーム産業やアニメ・ゲームによる観光を成立させ、地域を活性化させ

るための条件について最後に考察してみたい。 

様々な地域の事例から推測されることは、アニメ・ゲーム産業振興についても、アニメ・

ゲームによる観光振興についても、それらが成功するためには、成功に必要な「資源」を

特定しこれを結集させ大きくしていくことが必要であるということである。 

産業振興について言えば、本報告書で登場したアニメ・ゲーム制作会社や草の根の取組

みは、「人材」が自社や産業の生き残りに不可欠な資源と捉え、これをどう長期的に育成・

確保するかを考えている。たとえば京都アニメーションは、社員制度の実行、スクール運

営、出版社設立とコンテストなどを通して、人材を長期的に育成・確保し、それによって

高品質のアニメ映像を作り上げている。東京に立地しておらず、周囲に他社がなかったか
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らこそ、同社は東京で主流の考え方にとらわれず、内製や社員制度などの独自の仕組みを

作り得たとも言える。また GFF や HGF は、地域外への人材流出を阻み他地域の人材・企

業を呼び込むため、インターンシップやコンテストのような人材育成事業や「ゲーム都市

福岡／ヘルシンキ」をアピールする広報事業に取り組んでいる。 

育成・確保した人材が学習によってさらに成長できる環境や、これらの人びとが安心し

て生活を送り将来を設計できる環境を提供することは、稀有な人材を得るために今後さら

に不可欠なものになっていくだろう。またこうした制度やそのもとで生まれた優れた作

品・人材は、それぞれの企業やプロジェクトに「ブランドイメージ」という別の資源をも

たらし、さらに優れた人材や経済的収入をもたらしてくれるだろう。 

また、本報告書で検討した企業やプロジェクトは、こうした自助努力に加えて、自らの

資源の限界を時には認め、他社や自治体、研究・教育機関との連携も積極的に行い、構築

した社会的ネットワークを通して、自社が持たない資源を有効に活用している。 

このうち政府との連携で得られる資源としては、備中高梁まちづくり研究所が交付され

た補助金や公的資金などの経済資源がある。ただし、企業やプロジェクトは経済資源だけ

でなく、国や地域政府が提供できる別の資源にも注目するべきである。そうした資源とし

ては、福岡市がもたらす信頼感（福岡市）や、ヘルシンキ市や旧城端町が提供した建物（病

院や企業誘致用地）、高梁市やヘルシンキ市の職員の知識などがある。 

一方、アニメ・ゲームによる観光振興についても、「資源の特定・結集・拡大」が欠かせ

ない。アニメ聖地巡礼や位置情報ゲームによる観光振興については、埼玉県鷲宮町の取組

みの分析からも示唆される通り、作品自体の魅力54が成功に欠かせないが、これに加えて、

ツーリストの関心や既存成功モデルについての地元の知識や、地域関係者・自治体・版権

元の協力関係などが、それらの成功には不可欠であろう。 

 

２－２ 課題：地域振興の条件と結果の学術研究 
近年、日本では東京以外の地域へのアニメ・ゲーム会社の立地や、アニメ・ゲームによ

る観光振興が盛んに論じられるようになっている。その背景には、人口減少に対する様々

な地域のシリアスな関心と苦悩があり、だからこそ「アニメ・ゲームによる地域活性化」

のような調査研究が行われるわけであるが、調査研究や地域振興策（とりわけコンテンツ・

ツーリズムに関するもの）には、率直に言って、アニメ・ゲームの力に対する過度の楽観

論に基づいていると思わざるを得ないものが多かった。また一方で、地域の苦悩や無知に

つけこみ、補助金を貪る会社やコンサルタントの存在などもしばしば耳にした。 

こうした既存の調査研究に対し、本報告書の著者たちは、アニメ・ゲームが本当に地域

活性化に成功しているか、成功しているとすればその条件はどのようなものか、地域での

取組みがどのような新しい制度を生み出しているかを、社会調査や社会科学の枠組に基づ

いて解明しようとした。2 章でレヒトネンも指摘している通り、ある地域にいる当事者はそ

こに埋め込まれているがゆえに、自分がどのような状況にあるか、どのような資源を所有

しているか（していないか）といったことが見えなくなってしまうことがある。研究者は、

                                                  
54 付言すれば、アニメ聖地巡礼現象を社会的に認知させることになった鷲宮町を舞台にしたアニメ『らき

☆すた』の制作会社は、制作当時すでに名声を確立していた京都アニメーションである。 
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こうした人びとに、ある地域に関する客観的知識を提供できることがある。 

本報告書が目指したことの一つもこのようなことであったが、これを十分に実現し得た

かというと必ずしもそうではないかもしれない。アニメ・ゲームと地域との相互作用、あ

るいはアニメ・ゲームと他の社会的・経済的現象との関係について、付録でも紹介されて

いるフィンランドの研究グループとも議論を重ねながら、さらに深く探究を行っていきた

い。 
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付録 フィンランド・タンペレ大学によるポケモン GO ユーザー調査――位置

情報ゲームのプレイヤーにかかる国際比較調査に向けて 
 

１ はじめに 
 本稿では、報告書の補足として、フィンランドのタンペレ大学が実施したポケモン GO

プレイヤーにかかる調査結果の概要を報告する。同大学のゲーム研究ラボ（Game Research 

Lab）は、位置情報活用型ゲーム（Location Based Game：LBG）について 2000 年代初頭

から先駆的な研究を行っているほか、ゲームプレイと社会的規範、仕事・職場の創造性と

ゲームの関係等も含めて、社会科学の側面からゲームを研究しており、世界的にみてもゲ

ーム研究の拠点の一つとみられている55。 

 ゲーム研究ラボでは、ポケモン GO を他の LBG と比較して、特別な意義を持つものと捉

えている。七邊信重が 2016 年 9 月に実施した同ラボを率いるフランス・マウラ教授へのイ

ンタビューによると、ポケモン GO は、①ポケット・モンスター・シリーズの高い知名度

がある、②簡単なルールで子ども・老人も含めて一般の人が誰でも遊べる、③一緒に歩く・

チームを作る等の社会的な協力を促進する仕組みがあることが特徴であるとしている56。ま

た、同ラボでは、2016 年 7 月 16 日にフィンランドで配信が開始されたポケモン GO につ

いて、約 1 か月半後の 9 月にいち早く調査を実施している。 

 ポケモン GO は、もともとは Google 内のスタートアップで 2015 年 6 月に独立したナイ

アンティック（Niantic）が提供する LBG である。ナイアンティックは、独立前の 2012 年

に、スマートフォン向けゲームで拡張現実技術も利用した LBG のイングレス（Ingress）

を開発している。なお、同ゲームは、提供開始から 3 年間で、ダウンロード数が 1,400 万

以上、200 か国以上でプレイされる人気ゲームとなり、全プレーヤーの歩いた総距離は 2

億 5,800 万 km に達したという57。イングレスは、ゲームをプレイするに当たって、プレイ

ヤーが実際の場所に移動する必要がある。このため、ナイアンテックは、ゲーム・プレイ

を通じて、ユーザーの現実の行動を変化させることができるという特性を活用したビジネ

スモデルの構築を目指していた。そのため、ゲームを進める上で直接関係する「歩く」行

動を短縮するための仮想アイテム課金は行わず、プレイヤー間のコミュニケーションを活

性化するためのアイテムの課金、ポータルに設定されてる店舗等のパートナーからの広告

収入が収益源となってる58。ただし、同ゲームのユーザーは男性が中心で59、収益面では、

                                                  
55 七邊信重（2016）「情報社会とデジタルゲーム――フィンランド・タンペレ大学における『位置情報ゲ

ーム』研究の取り組み」日本デジタルゲーム学会 2016 年度年次大会・発表スライドより

（https://www.slideshare.net/nobushigehichibe/ss-73125150）。 
56 七邊信重（2017）「位置情報ゲームと社会・経済・芸術－フィンランドにおける研究の取組み－」『ICT 
World Review』August/September, 2017 Vol.10, No.3, p.15. 
57 HR ナビ記事「射幸心あおらない–Ingress が描く「究極のネイティブアド」とは」より

（http://hrnabi.com/2016/02/23/10394/）。 
58 Ibid. なお、イングレスのゲーム内アイテム利用制限がなくなるレベルである A8 に達したユーザーに実

施したアンケートによると、回答者の 33％がイングレスにより 20 人以上の新たな現実での友人を作っ

たと回答。（ケータイ Watch 記事：https://k-tai.watch.impress.co.jp/docs/interview/751706.html）。 
59 App Ape Lab によると、イングレスは 7 割が男性であり、年代も 20 代が多いが、ポケモン GO はより

幅広い年代にプレイヤーが広がっており、女性の割合もイングレスよりも多い

（https://lab.appa.pe/2016-09/ingress-pokemongo-compare.html）。 
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サービス提供費用がカバーできず赤字であることから失敗とも見られている60。 

 一方、2016 年 7 月に米国を皮切りにグローバルに提供が開始されたポケモン GO は、提

供開始から約 1 年後の 2017 年 6 月現在で、世界 200 か国以上・累計のダウンロード数は 7

億5,000万回を超える世界的なヒットゲームとなっている61。マウラ教授が指摘するように、

ポケモン GO は、ナイアンティックがイングレスの提供から得た知見やグローバルにスマ

ートフォン向けゲームを提供するプラットフォーム（サーバ等）を生かしつつも、より幅

広い年代の利用者がプレイするヒットとなった点が注目される。なお、ナイアンティック

は、ポケモン GO の開発に際して、任天堂、ポケモン、親会社の Google、The Pokémon 

Company International から、2015 年 10 月に合計 2,000 万ドルの投資を受けている62。 

 こうしたポケモン GO の世界的なヒットを踏まえて、LBG ゲームとして現実でのプレイ

ヤーの行動変化を促す効果があることに着目した調査・研究も世界的に活発化している63。

本稿ではすべての先行研究は取り上げることはできないが、Google Scholar で検索したと

ころ、2016 年以降にタイトルに Pokémon Go を含む論文は、252 件ヒットする。そのうち、

10 回以上引用されている論文は 16 件で、運動行動への影響、社会的行動への影響、現実的

な行動を誘発することへの便益と不利益といった点に着目した論文の引用が多く、LBG と

してのポケモン GO ならではの特性を分析する研究が注目されていることがわかる。 

 以上を踏まえつつ、本稿では、フィンランドのタンペレ大学のポケモン GO の調査につ

いて、同ラボ所属の教員・研究員による論文である「The Pokémon GO Experience: A 

Location-Based Augmented Reality Mobile Game Goes Mainstream」と、2017 年 9 月に

同ラボを訪問し意見交換を実施した際に頂いたスライドから、その概要を紹介するともに、

本報告書第 2 章 5 の項で取り上げている日本で実施した調査を比較しつつ、今後の国際比

較分析の可能性について考察する。 

 

２ 調査の概要 
 タンペレ大学におけるポケモン GO 調査では、新たな現象や動きを分析する観点から、

プレイヤー自身の体験についての語り（narrative）を重視している。そのため、同調査の

調査は、定性的な分析を指向したものとなっており、回答で自由記述を求める質問が多い

ことが特徴である。同調査の概要は以下のとおりである64。 

 

・調査対象：フィンランドにおけるポケモン GO プレイヤー 

・調査方法：フィンランドのポケモン GO に関連する Facebook グループ（合計 15 グルー

プ）に質問表を提示。 

・調査期間：2016 年 9 月 1 日から 7 日まで 

                                                  
60 Yahoo!ニュースより（https://news.yahoo.co.jp/byline/tokurikimotohiko/20160722-00060232/）。 
61 Niantic Lab より（https://www.nianticlabs.com/intl/ja/press/2017/anniversary2017/）。 
62 CNET 記事より（https://japan.cnet.com/article/35072007/）。 
63 Skjervold, Audun (2017) “Pokémon GO: Success Factors and Health Effects”, 
（http://hdl.handle.net/11250/2441802）。 
64 Paavilainen, J., Korhonen, H., Alha, K., Stenros, J., Koskinen, E., & Mayra, F. (2017). The pokémon 
GO experience: A location-based augmented reality mobile game goes mainstream. Paper presented at 
the Proceedings of the 2017 CHI Conference on Human Factors in Computing Systems, pp. 2493-2498. 
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（同期間の回答数 2,616 から最初の 1,000 の回答が分析対象） 

・調査手法：回答が自由記述方式の質問が多い。 

・調査目的：プレイヤーからみたポケモン GO のゲーム体験の解明 

 

 なお、同調査にあたって、研究グループでは、事前に 18 名に対して質問表案での調査を

実施し、最終的な質問表を作成している。同調査は、プレイヤーの分布等を代表するもの

としては設計されていない。 

 

３ 調査結果のポイント 
 タンペレ大学によるポケモン GO 調査対象の属性やプレイ頻度、課金についての基本的

な調査結果は以下のとおりである。 

 

・年齢・性別：年齢の中央値 29 歳。約 3 分の 2 が女性。 

・居住地：郊外が 59.6％、都市中央部が 24.3％、地方が 4.5％ 

・レベル：アバターの最高レベル 34、レベル 21-23 が全体の 38.9％ 

・プレイ頻度：1 日数回が 63.2％、1 日 1 回が 16.8％、1 週間に数回かそれ以下 20％ 

・モード：AR モードでの利用 9％、AR モード切での利用 75.1％、残りは切り替えて利用 

・課金：課金したことがある割合は 37.7％、最低 1€・最高 300€、平均 35.67€ 

 

 同調査では、ポケモン GO のプレイ経験について、ポジティブな経験とネガティブな経

験、その他の三つについて整理している。 

 

・ポジティブな経験： 

－現実世界を歩き回るのは楽しい（413 回答での言及あり）。 

－プレイを通じて家族や友人等との社会的交流ができる（同 348 回答） 

－ポケモン GO のストーリーが面白い（同 131 回答） 

 

・ネガティブな経験： 

 －ゲームの技術的な問題（サーバの応答が遅い、ログインの問題等）（同 285 回答） 

 －ゲームデザインが洗練されていない（簡単すぎる、チャットがない等）（同 194 回答） 

 －地域によるゲーム体験の不公平（地方ではポケモンが少ない）（同 148 回答） 

 －その他のプレイヤーのマナーの悪さ（同 109 回答） 

 

・その他 

 －プレイ中に危険な場合がある（子どもがプレイ中に周りに気をつけない等）（数回答） 

 

 同調査結果について、タンペレ大学ゲーム研究ラボの調査チームでは、ポケモン GO に

かかるポジティブな経験（ソーシャルな体験、運動体験）は、注意深いゲーム設計による

ものであると分析している。また、ポケモン GO では、公共空間でのプレイ、ゲーム内で

のヘルプがないことから周りの人に尋ねる機会ができる、ルアーモジュール、チーム結成
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とジム防衛といった、周りの人と交流するきっかけとなる仕組みがゲーム内に組み込まれ

ている（一人でもプレイすることはできる）いることに言及しつつ、一つ一つの要素は新

しいものではないが、その組み合わせ方が新しいと指摘している。また、ゲーム設計がプ

レイヤーをアウトドアの活動に誘うものとなっていることも楽しさの要因となっていると

分析する。 

 また、ポケモン GO が LBG のメインストリーム（主流）に躍り出たことについては、従

来の LBG が SF や戦争ものといった大人向けの複雑な内容となっていたことと比較して、

家族向けであることや、ポケモンのハンティングというなじみのある理解しやすいテーマ

であることが主な要因であると指摘している。 

 

４ おわりに 
 ポケモン GO は、世界的なヒットにより収益的にも成功とみられている。2016 年の売上

げは、世界で 9 億 5000 万ドルに達した65。2017 年 6 月までには、累積の売上げは 12 億ド

ルを超えたということから66、2017 年上半期の売上げは 2 億 5,000 万ドルとなっており、

同ゲームの人気は衰退していると言えよう。 

 しかし、こうした収益面や人気だけでなく、タンペレ大学の研究チームが分析するよう

に、ポケモン GO は、LBG の可能性について新たな示唆をもたらすという意味で意義深い

ゲームであると思われる。「はじめに」で取り上げたように、ナイアンティックのイングレ

スは、商業的には成功していないものの、LBG が人々を外に連れ出す大きなパワーを持ち

うることを示した。同社は、その経験を踏まえつつ、ポケモン GO を開発、さらに LBG は、

一部のプレイヤーのみに遊ばれるものでなく、ゲーム設計での工夫や分かりやすいストー

リーとの組み合わせによっては、老若男女を問わずに楽しめることを明らかにした。なお、

本報告書の第 2 章で分析されているように、ポケモン GO のような LBG は、地域振興や観

光振興、災害からの復興にも応用可能性がある。 

 こうした潜在的な利用者層の広さや、社会的な目的への応用範囲の面からみても、LBG

の可能性はまだ未知数の部分が多い。その一つとしては、各国における LBG の受容やプレ

イの違いも挙げられる。ポケモン GO は、世界 200 か国以上でプレイされているが、各国

におけるプレイヤーの行動の違い有無やその要因についての学術的な研究・分析は、本稿

の調査の範囲ではまだないようである。ただし、報道レベルではあるが、日本のポケモン

GO のプレイヤーは、米国と比較して、1 人当たりの課金額が 3 倍となっているなど、各国

でのプレイヤーの行動には違いがあることが想定される67。 

 以上も踏まえつつ、小山教授のポケモン GO 調査プロジェクトでは、フィンランド調査

を踏まえつつ、今後の国際比較も視野に入れた調査票を設計している。そのため、フィン

ランド調査と日本調査では、調査の実施時期や調査手法に違いもあるものの、比較可能な

観点もいくつか含まれると考えられる。例えば、日本とフィンランドのいずれでも質問さ

れている事項としては、ポケモン GO プレイの頻度、プレイの場所、一緒にプレイする人

                                                  
65 Forbs Japan 記事より（https://forbesjapan.com/articles/detail/14946）。 
66 Venture beat 記事より（https://venturebeat.com/2017/06/30/pokemon-go-passes-1-2-billion- 
in-revenue-and-752-million-downloads/） 
67 SensorTower 記事より（https://sensortower.com/blog/pokemon-go-revenue-per-download）。 
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（家族や友人等）、プレイにより運動が増加したか、ポケコインで購入したアイテム、プレ

イ開始のきっかけ、プレイを継続する理由、プレイ中の移動距離が挙げられる。 

 本稿の執筆時点では、フィンランド調査と日本調査の比較や分析は着手した段階にある

ものの、国際比較を通じて、ポケモン GO ひいては LBG の特性とは何かについて理解が深

まるものと考える。世界的なヒットとなった LBG のタイトルとしては、まだ、イングレス

やポケモン GO と少ないモノの、ナイアンティックは、2018 年にイングレスの新バージョ

ン「Ingress Prime」の提供を予定しているほか68、2017 年 11 月にはハリーポッターの世

界観に基づく LBG を開発するために 20 億ドルを調達すると発表している69。 

 ゲームは、モバイル・位置情報のほか、仮想現実や拡張現実といった新技術との融合に

よって、新たなゲーム体験や社会的な応用の可能性が広がりつつある。こうした新しい領

域については、学術的な研究も端緒についたところであり、さらなる知見の蓄積とその活

用が期待されると考える。また、ポケモン GO の例を引くまでもなく、ゲーム開発とゲー

ム・プレイヤーの両面において、資本関係・国境といったこれまでの境界を越えて広がっ

ている。そうしたなかで、国際比較の分析手法により、普遍的な LBG の特性と、各国の文

化的・地域的な影響がある部分の両方についての示唆を得られる可能性があると考える。 

 

                                                  
68 ケータイ Watch 記事より（https://k-tai.watch.impress.co.jp/docs/news/1094970.html）。 
69 TechCrunch 記事より（http://jp.techcrunch.com/2017/11/25/2017-11-24-pokemon-go-creator-raises 
-200-million-ahead-of-harry-potter-game-launch/）。 
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